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〈本稿（3・完）の課題〉
　これまで本稿では，⑴において，ヨーロッパ評議会の 1957 年犯罪人引渡条約について，最
近採択された追加議定書を中心にその現代的な変容の一端を検証した。続いて⑵では，EU が
2002 年に採択した「ヨーロッパ逮捕状枠組決定」（Framework Decision on the European Arrest 
Warrant/EAW，以下，EAW 枠組決定という。また，ただ単に「ヨーロッパ逮捕状」を指すとき
には EAW という。）に基づき刑事司法分野における司法的決定の相互承認がもたらす効力を検証
することにより，国境を越える人々の自由な移動を可能とする EU の下において効率的な犯罪人
引渡制度が求められるとともに，そのような仕組みは人権原則との両立及び調和が必然的に求め
られることを論じた1 ）。EU は，リスボン条約の発効後，ストックホルム・プログラムを採択し2 ），
これまでに刑事司法手続上の諸権利に関する 3 つの指令を制定することによって，EU 域内にお
ける刑事手続き上の諸権利の調和を目指した。すなわち，①通訳・翻訳に対する権利に関する指
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令3 ），②刑事手続に関する情報に対する権利指令4 ），及び③弁護人に対するアクセス権及び逮捕
の際に連絡する権利に関する指令5 ）である。
　これに続けて本稿（3・完）では，EAW 枠組決定に関する各国の裁判所及び欧州連合裁判所
（Court of Justice of the European Union ／以下，ECJ という）の判例を検討することにより，
EAW 枠組決定が目指した犯罪人引渡しの迅速かつ効率的な運用と人権原則との関係についてど
のような問題が生じているかを検討する。以下では，次の順で検討を進めることとする。
　まずⅤでは，EAW 枠組決定が自国民不引渡原則を規定せず，自国民も引渡しの対象としたこ
とに関連して，ポーランド，ドイツ，キプロス，チェコ等の諸国においては憲法上の自国民不引
渡原則との適合性が問題となった点に鑑み6 ），諸国の国内裁判所が EAW 枠組決定の憲法適合性
についてどのように判断したのかを明らかにする7 ）。
　Ⅵでは，ECJ による EAW 枠組決定に関する判例法を検討する。その際に，迅速かつ効率的な
犯罪人引渡しの実施という EAW 枠組決定の目的と人権保護との間の適合性がどのように捉えら
れているかに焦点を置くこととする。以上の検討により，果たして，相互承認を基礎とする新た
な EU の犯罪人引渡制度が，従来の伝統的犯罪人引渡法に代わる有意なシステムとして機能する
ための条件がなんであるかについて考察する8 ）。
　Ⅶでは，本稿の全体を締めくくる意味で，ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法の現代的変
容の意義についてまとめて評価し，検討を加える。その際には，ヨーロッパ諸国において刑事司
法協力体制を支える原理として，ヨーロッパ諸国間における「立憲的多元主義」（constitutional 
pluralism）9 ）に基づく人権保障体制の構築と効率的な刑事司法協力との整合性をどのように確保
すべきかが課題となるであろう 10）。
　最後に，結論と展望において，以上の検討が我が国における犯罪人引渡法の研究に与える意味
についても付言しておきたい。
　なお，ここにいう立憲的多元主義とは，主権国家の並存を基本とするウェストファリア体制か
ら，各国の憲法秩序の独自性を前提として認めつつ，主権国家の壁を越える共通の法秩序の存在
する状況が創出される途上にあるという認識から派生している。また，立憲的多元主義は，一方
で各国憲法に基づく多元的な法秩序の存在とある一定の基本的価値観を共有する諸国の間に存在
する共通の法秩序における一元的価値及び規範意識の存在との両者間において調和，調整の可能
性を巡る議論である。換言すれば，それぞれ固有の文化，歴史，法システムなどの社会構造を特
色とする国家的法秩序と各国が分有する法秩序との間において，各国憲法の多元的な価値に委ね
られる領域と分有する法秩序に委ねられるべき問題とをどのような基準に基づき峻別し，相互の
並存関係を確保するかという問題である。その解答を模索するのが立憲的多元主義の視点であろ
う。立憲的多元主義の概念は，EU におけるリスボン条約以降の脱経済法の段階に入った EU 法
秩序の構造を特徴づける理論として，EAW 枠組決定によってもたらされた EU 刑事司法を巡る議
論としても論じられている 11）。EU では，EU 基本権憲章への法的拘束力の付与及びヨーロッパ
人権条約（European Convention on Human Rights/ECHR）への加入予定などにより，EU 法の公
序化又は憲法化に向けて歩みが進んでいる。この法秩序は，既存の主権国家の憲法秩序を代位す
るものではなく，主権的要素の多元的存在を前提としつつ，その下で共通の価値を分有する法秩
序として認識される。
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Ⅴ　国内裁判所における EAW 枠組決定の憲法適合性判断
1 ．EAW 枠組決定の国内実施の方法
　EAW 枠組決定は，2003 年 12 月 31 日までに各国の国内法を通じて実施する義務を課
していた。期限に遅れる国も若干あったが，最終的にはイタリアが期限よりもおよそ 1
年半遅れて 2005 年 5 月 14 日に国内法（legge no.69）を施行させたことにより，すべて
の構成国において EAW 枠組決定の国内実施が可能となった 12）。
　ここで EU 構成国 28 か国の国内法を網羅的に検討することは筆者の力量を遙かに超
えるために不可能であるが 13），例えば，ソーサ・サントス教授らによるスペイン，ポ
ルトガル，オランダ，イタリアの 4 か国の実施立法についての比較研究によるなら
ば 14），スペイン，ポルトガルは，ほぼ枠組決定の内容を引き写すタイプの国内法を制
定しているのに対して，オランダの国内法は，引渡しに関する規定を独自に詳密に規定
している。いずれにしても，各国の実施法の内容は，相当異なっている。以下では，イ
ギリスとフランスにおける EAW 実施法の制定の経緯とその内容を簡潔に述べる。
　イギリスでは，EAW 枠組決定を国内法化するために 1989 年犯罪人引渡法を改正し
て，新たに 2003 年犯罪人引渡法を制定した（2004 年 1 月 1 日施行）15）。イギリス政府は，
本枠組決定の起草時より積極的であったが，国内法化の段階では，種々の問題に直面し
た。当初政府は，反テロリズム法の一部に織り込む形で迅速に成文化しようとしたが，
主として人権面への配慮から議会が慎重な対応を求めたからである。そこで，政府は対
応を変えて犯罪人引渡法の改正という形をとることとし，法案を議会に提出した。最終
的には 2003 年 11 月 20 日に新たな犯罪人引渡法が議会で可決された 16）。この 2003 年
犯罪人引渡法は，単なる EAW 枠組決定の実施法ではなく，より広く犯罪人引渡法の全
般にわたって改正した内容となっている。字句，構成も EAW 枠組決定をそのまま引き
写したものではなく，かなり独自的な構成をとっている。同法は，全体を 5 部，227 か
条により構成されている。第 1 部は，カテゴリー 1 （EAW 枠組決定が実施されている EU
諸国）の領域に対する犯罪人引渡し，第 2 部は，カテゴリー 2 の領域（アメリカ合衆国）
に対する犯罪人引渡し 17），第 3 部は，イギリスへの犯罪人引渡しの請求手続，第 4 部は，
犯罪人引渡しに関する警察の権限，第 5 部は，その他及び一般的事項についての規定で
ある。本法の特徴は，EAW の実施規定としては，同枠組決定には見られない多くの詳
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密な規定が置かれていることである 18）。興味を引くのは，カテゴリー 1 （EU 諸国）及
びカテゴリー 2 の領域（米国）との間の犯罪人引渡しでは，政治犯不引渡しの原則を適
用しないこととしているが 19），法 13 条では，引渡しの可否を判断する際の「その他の
考慮」事項として，人種，宗教，国籍，性，性的指向又は「政治的意見」によって訴追，
処罰される実際的なおそれがある場合を挙げている 20）。したがって，政治犯不引渡し
の原則は，イギリスと EU 諸国及び米国との間の引渡しには，形式的には廃止されてい
るけれども，「政治的意見」を理由として訴追されるおそれが考慮される可能性も残さ
れており，純粋の政治犯については政治犯不引渡しの原則が意味を失ったわけではない
と思われる。また，本法は「人質奪取の考慮」（§83），「人権」（§21）及び「身体的及
び精神的状態」（§25）などの付加的な引渡し拒否事由を挿入することにより，EAW 枠
組決定の意義を相当変質させているように見えることである 21）。人質奪取の考慮とは，
1979 年のハーグ人質行為防止条約の規定に基づき，人質を盾として，ある者の引渡し
が要求されたような場合には，犯罪人引渡しを拒否することができる旨の規定である。
人権を理由とする不引渡しは，EAW 枠組決定の明文上は認められていないが，前文 12
段及び 1 条 3 項の文言と結びつけることが可能であろう。肉体的，精神的状態の考慮も
EAW 枠組決定の明文では認められていない事由ではあるが，「重大な人道的理由」に含
まれるとも理解できるであろう 22）。このようなイギリスの例は，犯罪人引渡法の体系
の中に EAW 枠組決定実施法を取り込む形となっている 23）。
　次にフランスでは，国内法化に伴う問題が訴訟にはならなかったが，国務院（Conseil 
d’État）への諮問手続によって国内法と EAW 枠組決定との間に抵触関係が存在するか否
かについて意見が求められた。多くの大陸法諸国と同様に，フランスでも自国民不引渡
原則が 1927 年刑事手続法の原則となっていたが，ドイツなどとは違って憲法上の原則
とされていたわけではない 24）。他方で，政治犯不引渡しの原則は，憲法上の原則とさ
れている。そこで，フランスでは，EAW 枠組決定が政治犯不引渡しの原則を明記して
いない点で，憲法との適合性が問題となったために，政府は，国務院に諮問意見を求め
ることとした。仮に本枠組決定の条項が憲法又は憲法上保障される権利に反する条項を
含んでいる場合には，憲法の改正を経た後に国内法化を進めることになる。国務院は，
次のようにフランス憲法との抵触の可能性に言及していた。
　フランスの EAW 枠組決定実施法は，刑事訴訟法の一部に組み入れられる形をとって
いる（刑訴法第 4 章，695 条 -11 ～ 696 条）25）。同法は，おおむね EAW 枠組決定の規定を
踏襲しているが，引渡拒否事由については，イギリス同様に「性，人種，宗教，種族的
出身，国籍，言語，政治的意見又は性的指向又は同人のその他の立場など，いずれかの
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理由により差別する目的によって」発給されたと認められる場合には，引渡しを拒否
すると定めている（695 条 -22）。これは，EAW 枠組決定の前文第 12 段の規定をそのま
ま条文化したものであって，EAW 枠組決定の条文そのものに根拠があるわけではない。
また，自国民不引渡しの原則との関連では，フランス国民に対する判決の執行のため
に EAW が発給され，フランスの司法当局が自国において刑の執行を約束した場合には，
引渡しを拒否することができるとしている。さらに，他の多くの国と同様に，訴追のた
めに自国民を引き渡す場合には，刑の言い渡しの後で，フランス国内で刑に服すること
を条件として引渡しを認めることができるとしている（695 条 -47）。
　委員会によれば，英国の例のように，多くの国では国内法化の過程において大きな困
難を伴わなかったとされるが，実際には，大きく言って 2 つの問題が生じていた。
　第 1 は，いくつかの国においては EAW 枠組決定と憲法規定との適合性問題が提起さ
れた 26）。特に，自国民不引渡原則を憲法上の原則としている若干の国においては 27），
EAW 枠組決定の憲法適合性の問題が露呈した。なかんずく，本枠組決定においては逮
捕状の相互承認原則の下で，32 の特定犯罪については双罰主義が適用されないので，
逮捕状執行国（被請求国）は，双罰性の欠如を理由として引渡しを拒否することができ
ない 28）。さらに自国民不引渡原則も適用されないので，逮捕状請求国がそれらの特定
犯罪の一つについて引渡しを請求した場合に，執行国において双罰性の検証を経ること
なく引き渡す義務を負うことになる。しかも，被請求人が自国民であっても引き渡さな
ければならないのであるから，自国民を厳密な双罰性の検証を経ずに逮捕状発給国に引
き渡した結果，処罰を受けるおそれもある 29）。このようなおそれから，自国民不引渡
原則を憲法上の基本原則としている国においては，EAW 枠組決定の憲法適合性に関し
て疑問が提起されたのである 30）。
　第 2 は，刑事手続法の違いも EAW 枠組決定の運用において生じる人権規定，特に刑
事手続上の諸権利との間の齟齬，抵触の懸念があった 31）。基本権の尊重及び法の支配
の原則は，EU 法上の基本原則 32）であると同時に各国の国内法及び ECHR 上保護され
る人権との両立性の問題も存在する。このような立憲主義の伝統を基盤として，EAW
枠組決定は，EU 構成国間の相互の信頼に基づき，構成国間における相互承認に依拠す
る体制をとった。さらに， 2 条 2 項に掲げる 32 の特定の犯罪については双罰性の検証
を経ずに，引渡義務を生じさせた（本稿⑵の 2 ，3 及び 4 を参照）。しかし，EU 構成国間
において犯罪の定義に関する法の「接近」はなされておらず，刑事手続上の諸権利の保
障も各国にゆだねられていた。また，刑事手続法に関しても大別すればイギリス法で採
用されてきた弾劾主義（accusatorial system）と大陸諸国で一般的な糾問主義（inquisitorial 
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system）という異なる 2 つの伝統がある 33）。この両者の伝統的アプローチの違いは，
ECHR 5 条及び 6 条に関する人権裁判所（及び委員会）の判例法の形成により，かつて
ほどの対立は見られなくなってきたが，依然としてヨーロッパレヴェルでの刑事手続法
の接近をもたらすには至っていない 34）。また 2004 年 5 月 1 日以降，EU に加わった中・
東欧の旧社会主義諸国は，民主主義への移行期を経て間もない状態であった 35）。要す
るに 28 の EU 諸国間の刑事司法の伝統はかなり隔たりが残されたままであり，刑事実
体法及び手続法の両面での調和と接近が十分に達成されていない段階において，刑事に
関する司法的決定の相互承認の導入に懸念がつきまとうのは無理からぬことだった。
　実際，2004 年 1 月に，各国の実施立法を通じて EAW 枠組決定が実施されるように
なるや否や，各構成国内で EAW の実施について憲法上の諸原則との抵触が問題となっ
た 36）。各国における双罰性の検証が廃止されることに対する疑心暗鬼の背景には国内
法上いかなる行為が処罰の対象となるかを決定するのは，国家の主権的権利であるとい
う観念が依然として残存していたからである。換言すれば，国家は， 2 条 2 項に掲げる
双罰性の検証を要さないとされる行為に関しては，自国において犯罪とされない行為を
理由として訴追し，裁判に付すために自国民を引き渡すように求められるのではないか
という懸念があった。これは罪刑法定主義に反するのではないか，という指摘もあっ
た 37）。そこでこのような懸念は単なる危惧にとどまらず，各国の EAW 枠組決定実施法
における人権を理由とする不引渡し理由ともなっている。例えば，前述のイギリスの
2003 年犯罪人引渡法の 21 条は，「裁判官は，この条に基づき手続きを進めるよう求め
られるときは，その者の引渡しが 1998 年人権法（Human Rights Act 1998）の意味におい
て条約と両立するかどうかを決定しなければならない。」と定めている 38）。この規定は，
EAW 発給国において ECHR 上の人権基準が遵守されているか否かを確認するよう求め
る内容であるから，EU 構成国間において相互信頼が存在しているならば，本来は余分
でかつ不要であろう 39）。さらに問題となるのは，EAW 枠組決定が施行されて間もなく，
国内法上の「自国民不引渡原則」との関係で，ポーランド，ドイツ，キプロスの憲法裁
判所において EAW 枠組決定実施法が自国民をも引き渡すことを求めていることについ
て違憲判決が下された 40）。またこれらとは逆に，チェコの憲法裁判所は，自国民引渡
しを定める EAW 枠組決定の規定は，憲法に違反しないとの判断を示している 41）。そこ
でこれらの判決について，以下，簡潔に内容を検討しておきたい。
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2 ．国内裁判所における憲法適合性の検討 
─自国民不引渡原則の不適用との関連
　以下では，ポーランド，ドイツ，キプロス及びチェコの憲法裁判所の判決を検討し，
またその後各国においてどのように法的対応をとったかについて検討を加えておきた
い 42）。なお，ポーランドとドイツの両憲法裁判所の判決についてはやや詳しく検討を
行い，キプロスとチェコの判例は概要を示すにとどめたい。
⑴　ポーランド憲法裁判所の判決
①　事実の概要
　1997 年のポーランド憲法 55 条は，ポーランド市民の犯罪人引渡しを禁止する規定を
置いていた 43）。また，憲法上の諸権利の制限は，法律により，かつ民主的な国家にお
ける安全又は公の秩序の保護のため又は自然環境，健康又は公の道徳若しくは他人の自
由と権利の保護のためにのみ設けることができる，と定めていた（憲法 33 条）。ポーラ
ンドは，2004 年 5 月 1 日に EU に加入するに際して，EAW 枠組決定に対応するために
刑事法の関連規定を改正して，「EAW が，ポーランド市民又はポーランドにおいて庇護
を認められた者を訴追するために発給された場合には，当該本人が EAW 発給国におい
て確定判決を下された後にポーランドに送還されるという条件の下でのみ，引渡しが行
われる。」と定めていた（刑訴法 607 条 t）。
　具体的な訴訟の発端は，2005 年 1 月，オランダが発給した EAW に従ってポーランド
市民 Maria D について検察官からの引渡手続が開始されたことに関連して，グダンス
ク（Gdansk）の地方裁判所は，憲法 55 条 1 項との関連において刑訴法 607 条 t により，
ポーランド市民を引き渡すことができるか否かについて憲法裁判所に諮問したことに
始まる。同地裁は，オランダからの同人に対する引渡請求に関する決定を下す以前に，
ポーランド市民の犯罪人引渡しを禁止する憲法 55 条 1 項の規定と刑訴法の規定が一致
しているかどうかについて憲法裁判所の裁定を求めた 44）。
　地裁によれば，ポーランドが EU に加入した結果，EU 法の規定とポーランド法との
両立性が問題となるときは，EU 法との適合的解釈を採用するべきであるという説は，
危険であり，そのような解釈は憲法上の権利，自由を狭くするので認められないと主
張していた。また，EAW 枠組決定の起草者の意図は，犯罪人引渡しの簡略化にあった
のだから，EAW 枠組決定が憲法の規定に優位するかのような地位を EAW 枠組決定実
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施法に認めることに疑問を示していた。これに対してポーランド検事総長は，EU 加入
条約の批准によって，他の EU 構成国当局へのポーランド市民の引渡しを拒否すること
はできないので，刑訴法の規定は憲法に抵触せず，また場合によっては憲法 55 条 1 項
の改正も視野に入れる必要があるとの見解を示していた。他方で，検事総長は，EAW
に基づく「引渡し」（surrender）と従来の「犯罪人引渡し」（extradition）との違いに着目
することにより，両者は異質であるから，憲法 55 条 1 項の自国民不引渡しの規定は，
EAW 枠組決定に基づく引渡しには適用しないとの見解を示していた 45）。
②　判 旨
　2005 年 4 月 27 日，憲法裁判所は，自国民の引渡しを認める問題の刑訴法の規定が，
憲法の規定に違反するとして，以下の 2 点を明らかにした 46）。
　第 1 に，1997 年 6 月 6 日の刑事訴訟法 607 条 t§1 は，他国が発給した EAW に従っ
て EU 構成国に対してポーランド市民の引渡しを許容している限りで，憲法 55 条 1 項
と抵触する。
　第 2 に，上記刑訴法の規定は，判決の公表の日より 18 か月経過したときに失効する。
　以上の結論を導く際の理由は次のようであった。憲法 55 条 1 項によれば，ポーラン
ド市民の犯罪人引渡しは禁止される。本件の争点は，憲法上の自国民引渡しの禁止の意
味と制限の可能性に関して決定することであるとして，以下の 3 点を分析することに
より EAW 実施法に基づく自国民引渡しの規定は憲法に違反するとした。第 1 は，EAW
枠組決定に基づく「引渡し」（surrender）と従来の「犯罪人引渡し」（extradition）の違い
に着目して，EAW 枠組決定の構造が犯罪人引渡法とは異なるとすれば，憲法上の自国
民不引渡原則の例外として許容されるかどうかという問題である。第 2 は，憲法 55 条
以外の規定により，特に安全，治安，公衆道徳等に基づく権利の制約事由に基づき，自
国民を引き渡すことが認められるか否かである。第 3 は，EU 市民権概念により，自国
民の引渡しが認められるか否かである。
　　　ⅰ　surrender と extradition の違い
　第 1 点について，憲法裁判所は，学説，憲法制定時の国会の議論及び憲法評議会
における議論等を種々詳細にわたって検討して，結論的には，基本的に surrender と
extradition は同一であるとする。すなわち，両者の区別に関する学説は分かれてお
り，明確ではない 47）。ポーランド語では，extradition に当たる言葉は，surrender と
代替的に用いられており従来の刑事訴訟法でも同じである。よって，憲法の起草者が，
extradition という言葉を用いた時，surrender と同一視できるものとみなしていたと推
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定するべきである。
　刑訴法の規定によれば，ポーランドが締結している国際条約に別段の定めがない限
り，ポーランド市民の引渡しを拒否することができた。憲法 55 条 1 項の規定により，
ポーランド市民の引渡しの禁止は，憲法上の地位に引き上げられ，いかなる例外も認め
ない形で定められた。国会審議の過程では，「国際条約が別段の定めをしていない限り」
という留保条件を設けることにより，自国民不引渡しに例外を認めるべきか否かが検討
されたが，結局，この提案は，国会において否決された。国会審議において市民の引渡
しは，「もっとも広範囲の国家主権の制限」となるとの見解も示されていたことも想起
すべきである 48）。
　伝統的な extradition と EAW 枠組決定に基づく surrender とを区別する基本的な要素
としては，次のような諸点が関連している。a）双罰主義からの離脱，b）組織及び管轄権
の違い，c）引渡し手続の簡素化と迅速化，d）自国民不引渡原則及び政治犯不引渡原則の
撤廃などである 49）。
　このように EAW 枠組決定に基づく surrender と extradition は，名称だけでなく内容
も異なることを示している。しかし，それらは，法律によって決定されているものであ
るから，既に述べたように上位規範である憲法上の制度を定義することはできない。
　憲法は，surrender と extradition の制定法上の違いを決定づける側面を規定していな
い。このことは，EAW 枠組決定に基づく人の surrender は，その本質が基本的に異な
るならば，extradition とは異なる制度としてみなすことができる，ということを意味す
る。しかし，extradition の核心的な意味は，被請求人を訴追のため又は確定判決に服
させるために，外国に引き渡すことである。また，EAW 枠組決定に基づく被請求人の
surrender も他の EU 構成国の領域において訴追し又は確定判決に服させるために行わ
れるものである。したがって，surrender は犯罪人引渡の一態様であるとみなされる。
surrender が憲法 55 条 1 項によって規制される extradition の一形態であるとするなら
ば，その特別の要素により，自国民引渡しを禁止する憲法上の制約を免れることはない。
　以上のように述べて，憲法制定権者は，自国民不引渡原則により，国民が外国に引き
渡される可能性を排除しようとしたのであるから，同様の目的のために作られた EAW
枠組決定についても，自国民不引渡原則はよりいっそう該当するとした 50）。
　　　ⅱ　自国民の引渡しを正当化する法的根拠の存在について
　次に，他の憲法規定のいずれかによって，憲法 55 条 1 項に定められた自国民引渡し
の禁止の停止が正当化されるか否かを検討する。憲法 31 条 3 項は，権利の制約が安
全，治安若しくは環境，保健，公衆道徳又は他の者の権利若しくは自由の保護のために
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民主的社会において必要な場合には，憲法上の基本権の制約を認めている。明らかに，
EAW の対象となる犯罪は，これらのカテゴリーの多くに対する脅威となるものである
が，憲法上の権利の制限は，それらの権利の本質を犯すことはできない。それにもかか
わらず，憲法上の自国民不引渡原則に由来する実体的権利の本質は，ポーランド共和国
によって保護されるべきポーランド市民の権利を構成する。これは，法によって規律さ
れた民主的国家における独立，公平な裁判所の前で公正かつ公開の審理を受ける権利で
ある。したがって，EAW の実施手続上の保障が講じられているので，憲法 55 条 1 項に
よって保障される権利の実体は，害されないという説がある 51）。しかし，憲法裁判所は，
この見解とは異にする。自国民不引渡しは，ポーランド市民がポーランド国内において
保護を享有する権利と同じではなく，また法律によって定められた独立かつ公平な裁判
所における公開の審理を受ける権利と同じものでもない。
　以上の extradition の意味に関する認定からみて，憲法 55 条 1 項に定められた（自国
民）引渡しの禁止は，ポーランドの裁判所に対して刑事責任を問われているポーランド
共和国市民の権利を表明しているとの想定に帰着する。EAW 枠組決定に基づいて他の
構成国に市民を引き渡すことは，この実体的な権利を侵害する。この点に鑑みて，ポー
ランド市民の引渡禁止は，絶対的な性格を有しており，そこから生ずる市民の独自の権
利は，いかなる制限にも従わせることができない。なぜならば，そのような制限の導入
によって，権利の行使は不可能になってしまうからである。
　このように述べて，憲法裁判所は，憲法 55 条に根拠を置く不引渡しの権利は，絶対
的な権利であり，通常の法律により制限することはできないとする 52）。
　　　ⅲ　EU 市民権概念に基づく引渡しの正当化
　第 3 の点，すなわち EU 市民権概念との関連性については，EU 市民権概念は，主権
国家の自由を破壊することを正当化するものではないとする。国家の市民権（国籍）は，
EU 法において全く意味がない制度となったわけではない。EC 条約 17 条 1 項は，連合
市民権を承認しており，EU 市民権を構成国の市民権を有するすべての人に認めており，
また EU 市民権は，各国の市民権を補完し，それに代わるものではないと定めている。
したがって，それは，追加的な要素であり，構成国の市民権に基づく構築物である。そ
のような市民権の性質は，国家の市民権の所有に完全に依存している 53）。
　以上の理由により，結論としては，刑事訴訟法 607 条 t§1 は，EAW 枠組決定に基づ
いてポーランド市民の引渡しを許容している限りで，憲法 55 条 1 項と両立しないが，
ポーランド憲法上の制限と EU 構成国としての国際義務の重要性に鑑みて，問題の刑訴
法の規定は，18 か月の期間に限って，引き続き有効であると判示した 54）。
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③　考 察
　以上のように，ポーランド憲法裁判所は，EAW 実施法が自国民を引渡しの対象に
含んでいる点で憲法 55 条 1 項に違反するとの判断を示した。すなわち，extradition と
surrender とは同義であると解釈し，EAW に基づく surrender は，extradition の一形態
に他ならないとした。したがって，EAW 枠組決定に基づく引渡し請求の場合にも，憲
法上の犯罪人引渡しに関する制限として，自国民不引渡原則は適用される。他に犯罪人
引渡しを制限する憲法上の理由がない限り，憲法 55 条の保障を法律により制約するこ
とはできない。その結果，ポーランドは，EAW 枠組決定を選択するのか，自国の憲法
上の立場を維持するのかを選択する道が残されていた。結局，ポーランドは，ドイツ等
の他の構成国の憲法をも参照することにより，EU との関係を重視して，前者を選択す
ることとした。
　本件判決は，EAW 枠組決定の国内実施法が憲法に違反するとの結論ではあるが，同
法は，EAW 枠組決定をそのまま国内法化した内容であるから，事実上は，同枠組決定
が憲法に反するとの趣旨を含むものである。この点で，本判決は，構成国間における人
権保障に対する相互の信頼に基づく EAW 枠組決定の趣旨に合致しないのではないかと
の批判がある。
　本件でポーランド憲法裁判所は，憲法上の自国民不引渡原則が人権を保護するための
重要な制度であり，自国民の引渡しは，憲法に違反するとの基本的な立場を確認したが，
他方で EU 法に対する適合的解釈にも心を配った。そして，憲法裁判所が求めていたよ
うに，最終的には，ポーランドは憲法の改正という形で EU 法（枠組決定）の条項に応
じる国内法の体制を整えたのである。
　本件判決は，ポーランドが EU に加入して間もない時期の判決であり，憲法裁判所に
とっては経験のない法的問題であったので，EU 法と自国憲法との間の適合関係につい
て回りくどい議論を加えている。それによって，ポーランド法と EU 法秩序がどのよう
な関係に立脚するかを習作的に考察しているように思われる 55）。
　本裁定を受けて 2006 年 5 月 15 日，ポーランド大統領は，EU 法との抵触を回避し，
国内裁判所による EAW の規定の適用を保障するために，憲法 55 条の改正案を国会に
提出した。国会における審議の後に，2007 年 9 月 8 日，ポーランド憲法 55 条は，以下
のように改正された。
「 1 ．ポーランド国民の犯罪人引渡しは， 2 項及び 3 項に定められた場合を除き，
禁止される。
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2 ．ポーランドが締結した国際条約若しくはポーランドが加盟する国際組織が制定
した法文書を実施する法律により，ポーランド国民の引渡しの可能性が生じた場合
には，外国又は国際裁判所からの請求に基づいてこれを許可することができる。但
し，犯罪人引渡請求に含まれる行為が，以下の要件を満たす場合にのみ可能とする。
1）　ポーランドの領域外で行われたこと，
2）　ポーランドの領域内において実効的な法に基づき，仮に国内において当該
犯罪が行われていたとするならば，犯行時及び請求時の双方において処罰可能
である場合，」
　このように 1 項では，自国民不引渡しを原則としつつ， 2 項において例外として国際
組織（特に EU）の法文書に基づき他の構成国から引渡請求を受理した場合には，例外
として自国民を引き渡すことができるとし，その場合でも，自国民が外国において行っ
た犯罪についての引渡請求であることとその犯罪が仮に自国領域内において行われたと
すれば，犯行時及び外国からの引渡請求時点において処罰可能であることが条件とされ
ている。 2 項の 1 は，属地主義に基づき，自国領域内において行われた犯罪に関する引
渡請求には応じないことを規定している。 2 項の 2 は，自国民を引き渡す場合には，双
罰性を前提としている規定であって，EAW 枠組決定の 2 条 2 項の規定との両立性が問
われうる規定であろう。
　なお，法改正により，EAW 枠組決定に基づく場合以外でも，ポーランドが批准した
国際条約に基づいて設立された国際裁判所（事実上は，国際刑事裁判所を意味する）によっ
て，当該裁判所の管轄の対象となる集団殺害罪，人道に対する罪，戦争犯罪又は侵略の
罪に関して犯罪人引渡しが請求される場合には， 2 項 1）及び 2）に定められた条件への
応諾は必要とされない。以上の犯罪人引渡し許容性については裁判所が裁定することと
なっている。
　ポーランドでは，結局，EAW 枠組決定の要請に応えるために，自国憲法の規定を改
正して，自国民不引渡原則を修正することとした。このように，ポーランド憲法裁判所
は，EU 加入早々の段階で，EU 法と憲法との間の両立性の問題に直面し，結局 ECJ の
判例法に基づき，EU 法の実効性確保という要請に適合させるためには，憲法を改正す
ることを求めた。その際に，属地主義に基づく自国民に対する刑事裁判管轄権と双罰性
の検証という観点を条件として，自国民を引き渡す可能性を極力限定したのである。ま
た，EU 法の規定に合致させるために，憲法を改正したことは，憲法と EAW 枠組決定
との両立性の問題に関する最終的な判断権は，構成国にあることを示唆している。
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⑵　ドイツ連邦憲法裁判所の判決
①　事実の概要
　ポーランドに続いてドイツでも EAW 枠組決定実施法と自国民不引渡原則を定める憲
法規定との間の適合性が問題となった。ドイツ連邦憲法裁判所は，2005 年ポーランド
憲法裁判所が本件判決を下した 3 か月の後の 2005 年 7 月 28 日の判決により，EAW 枠
組決定実施法がドイツ基本法に違反し，無効であるとの判断を示した 56）。
　ドイツ連邦共和国基本法（以下，基本法）16 条 2 項は，「いかなるドイツ人も外国に引
き渡されない。欧州連合を構成する 1 国家又は 1 国際裁判所への引渡しに関しては，法
治国家の諸原則が保たれている限度で，法律により異なる規律をすることがある。」と
定めているように，冒頭で自国民不引渡原則を定めるとともに，第 2 文により例外を置
いている。この例外の趣旨は，2000 年に，ドイツが国際刑事裁判所（ICC）規程に参加
する際に，ICC への引渡しの場合及び EU の他の構成国への引渡しに関しては，法治国
家の諸原則が保たれている限り，法律により異なる規律を設けることができる，と定め
たものである。ただし，この規定を導入した際には，EAW 枠組決定は採択されていな
かったので， 2 項の規定と同枠組決定とが適合的であるかどうかは不明であった。その
後，ドイツ連邦議会は，2004 年 7 月 26 日，EAW 実施法（Europäisches Haftbefehlgesetz）
を国際刑事司法協力法の一部として挿入して EAW 枠組決定の国内実施を可能とした。
　EAW 実施法が施行されて間もなく，スペイン当局は，ドイツとシリアの 2 重国籍を
有するダルカザンリ（Manoun Darkazanli）容疑者（以下，X）について引渡しを求めた。
X は，国際テロリスト組織であるアルカイーダのヨーロッパにおける重要人物として
1997 年以降スペイン，ドイツ及びイギリスで資金調達及び情報伝達活動をしたことに
よって，スペインが自国刑法上のテロ組織への参加罪の容疑により，国際手配をした。
その後，ハンブルクの司法当局がスペインからの EU 逮捕状枠組決定に従って，引渡要
請に同意した。そこで，X は自らのスペインへの引渡しは，自国民の引渡しを禁止する
ドイツ基本法 16 条及び自己の権利を公権力により侵害された場合に裁判で争うことが
できる旨を定める基本法 19 条 4 項に違反するとして訴訟を提起した 57）。
　ドイツ政府は，EAW 枠組決定は国内法に優位する EU の目的を実現するためのもの
であるから，引渡しの合憲性を国内基準で判断するのは失当であるなどと主張した 58）。
　X 側は，①ドイツで処罰されない行為についてまで引渡しを許す EAW 実施法は，民
主的正当性を欠くこと，②逮捕状が導入される以前の行為を引渡しの対象とすること
は，遡及処罰禁止の原則に違反すること，したがって，③双罰性の要件が満たされない
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限り，引渡しを認めることはできない，と主張した。
②　判 旨
　多数意見によれば，基本法 16 条 2 項の引渡しからの自由の目的は，処罰からの保護
自体ではなく，この基本権は，自らが信頼する法秩序から自己の意思を無視して追放さ
れることがないように市民を保護する点にある。基本法 16 条は，自国の法秩序に対す
る国民の特別の関係を保護している。このことは，ドイツ国民が国外で実行した犯罪が
ドイツ刑法及び国際刑事手続法に従って，ドイツ当局により訴追対象となるからと言っ
て合法的になることを意味しない。
　しかし，犯罪人引渡しからのドイツ国民の保護は，基本法 16 条 2 項第 2 文中の前提
条件に従って，法律による制限を受ける。この点でこの規定は，基本法 79 条 3 項（基
本権の変更）又は 23 条 1 項（EU 統合による変更）を侵害しない。
　基本法 16 条 2 項第 2 文は，一定の法的制限の下では，基本法上の諸原則が侵害され
ない限り，ドイツ国民の犯罪人引渡しを許容している。憲法裁判所は，これを「構造的
な対応」（Strulturentsperechung）の要請として解釈している 59）。したがって，ドイツ連
邦議会は，基本権を制限する際には，立憲国家の諸原則が EAW 発給国によって保障さ
れるか否かについて十分に審査する必要がある。EU 条約 6 条にただ言及するだけでは
不十分である 60）。これ以外に，連邦憲法は，基本権が侵害された場合に遵守されるべ
き比例性の原則を強調している。
　このことは，EAW 枠組決定の実施によって犯罪人引渡しからの自由に対する基本権
の制限は，（目的に対して）比例的でなければならないことを意味する。とくに，基本法
16 条 2 項第 2 文が定める保護への介入が人権を侵害しないように立法府は確認するべ
きであった。このことは，EU の第 3 の柱である警察刑事司法協力の分野に関しては一
層妥当する。比例性の原則と一致するドイツ国民の引渡しに際しては次の 3 つの形があ
る。まず，主として内国的関連性（“maßgeblicher Inlandsbezug”）を有する事件においては，
ドイツ国民の引渡しは，原則として比例性を欠き違法である 61）。この場合は，ドイツ
国民によって実行された犯罪行為の実質的な部分は，ドイツ領域内である。ドイツ国民
は，自国の法秩序の下で行った犯罪について他国に引き渡されるおそれはないので，こ
の場合には，国内の検察当局が対応するべきである。もし引渡しが行われたとすれば，
引き渡されたドイツ国民は，自国の刑事法とは異なる知見を持たず，また自らがその立
法手続に参加していない刑法に基づく訴追に直面することになる 62）。これらの事実に
基づき，EAW 実施法は，枠組決定の第 4 条 7 項 a 及び b を実施していない 63）。同規定
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は，犯罪の全部又は一部が執行国の領域内において行われた場合，又はそのようにみな
される場合には，EAW の執行を拒否することを認めている。また同規定は，EAW 発給
国の領域外で犯罪が行われ，かつ執行国が自国の領域外で行われた犯罪について訴追を
認めていない場合にも EAW の執行を拒否することを認めている。
　しかし，犯罪が外国との顕著な関連性がある場合には，この評価は異なる。他の EU
構成国の領域内で犯罪が実行された場合には，ドイツ市民を他の EU 構成国に引き渡す
ことについて上記の懸念は該当しない。例えば，テロ，組織的麻薬犯罪，人身取引など
を他国の法体系の下で誰が実行したにせよ，その国の法の下で責任を問われるべきであ
る 64）。
　これに対して行為の全部又は一部がドイツ国内で行われたが，その結果が外国で発生
したような場合には，個別の事件ごとに十分な検討が求められる。その場合に，訴追の
実効性と被疑者の基本権とを考量し関連づける義務がある 65）。憲法裁判所の判断では，
EAW 実施法は，同枠組決定 4 条 7 項に定められた裁量を認めていない限りにおいて，
この基準を満たしていない。実施法において採用された枠組決定の目的を達成する方法
は，基本法 16 条 2 項に基づく引渡しからの自由を不当に侵害している 66）。
　立法府が国際刑事手続法 80 条において定めた方式，すなわち EAW 発給国において
引き渡された者を裁判に付した後に，判決に服させるために執行国に戻すことを条件と
した場合にだけドイツ人の引渡しを許容するという方式は，ドイツ基本法の要件を満た
さない。国会は，枠組決定の目的の実施を強制することなく，基本権の尊重により配慮
した履行方法を選択することができたはずである。EAW 実施法は，顕著な内国関連性
を有する行為に基づく EAW の執行に関して保護の欠落を内包している。EAW が執行
国（ドイツ）ではなく，発給国の法によって処罰できる行為に関連している場合には，
犯罪人引渡しからの自由への侵害の危険性が増大する。
　以上とは別に，憲法裁判所の所見では，EAW 実施法は，国内で同一の事件について
開始された訴追手続又は国内の訴追手続が拒絶された場合の引渡し拒否の可能性に関し
ても保護の欠落がある。この点では，枠組決定 4 条 2 項の任意的拒否理由が遵守されて
いない。国会は，刑事訴追を控えた国内検察当局の決定が，引渡しの可否に関する司法
審査に服するべきかどうか検証するために刑事訴訟法の関連規定を精査するべきであっ
た 67）。
　さらに，EAW 実施法は，公権力によって権利を侵害された場合に，裁判で争う途を
認めている基本法 19 条 4 項を侵害しているとする 68）。なぜならば，国際刑事手続法 74
条 b により，他の EU 構成国への引渡しの承認を回避する可能性を排除しているからで
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ある。同法によれば，犯罪人引渡しの手続は，控訴院による引渡しの許可と連邦政府に
よる引渡し承認との段階を区分している。引渡しの承認手続きは，EAW 枠組決定の任
意的引渡拒否理由によって，補完される。したがって，引渡しの承認に責任を負う機関
は，犯罪人引渡しの外交的側面及び一般政策上の側面を決定するだけでなく，当該個人
の母国における刑事訴訟手続の実態的側面に立ち入って検討しなければならない。この
ために，ドイツ議会は，被請求人の基本権を保護するために，引渡しが許容されるかど
うかだけでなく，承認を与えることの是非についても裁判所に訴える機会を持たせるべ
きであった。
　判決は，以上のような理由により X の憲法異議の訴えを認め，逮捕状がドイツ基本
法の自国民不引渡原則及びその例外を定める基本法の要件を満たしておらず，またドイ
ツの引渡決定に対する上訴の余地を認めていない点で，基本法 19 条 4 項に違反するの
で 2005 年 7 月 18 日の引渡法は違憲，無効と判断した。したがって，引渡決定は取り消
された。
③　考 察
　憲法裁判所は，EAW 実施法が内国的関連性を有する事件，すなわちドイツ国民がド
イツ国内において行った犯罪についても EAW 枠組決定に基づいて引渡しを許容してい
る点で比例性原則に反しているとした。
　判決を受けて，法改正が行われ 2006 年 8 月 2 日には，新しい EU 逮捕状法が発効し
た 69）。その内容は，憲法裁判所の判旨を取り込む形となったが，最小限の改正を付し
たに過ぎないものである。その骨子は，第 1 に，ドイツ国民の引渡しからの保護に一層
配慮すること，第 2 に，ドイツ国民の引渡しに際して司法審査の機会を認めることの 2
点である 70）。
　第 1 点については，EAW の発給の根拠となった犯罪行為が，当該構成国との決定的
な結合的要素を有している場合にのみ，また当該構成国が，本人の希望に応じて確定判
決に従って服役するためにドイツに戻ることを認めていることが確認された場合にのみ
引き渡すことができるとした。逆に，ドイツの裁判管轄権を設定できるほどに犯罪に内
国的要素がある場合には，自国民の引渡しを拒絶することができるとされている。複合
的な場合には，引渡しの根拠となる行為が，（a）ドイツ法の下においても犯罪を構成す
ること（双罰性の要件），及び（b）確定判決の後にドイツに戻ることが認められることが
条件とされる。
　第 2 点については，EAW に基づく引渡し手続も，従来の伝統的な司法当局と行政府
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（3・完）
45第 10 巻第 4 号（2014）
の決定という 2 段階の手続を経ることにした。すなわち，他の構成国からの EAW に基
づく引渡請求を受理した場合，まず行政府（検察）がこれを認めるかどうかの判断が求
められる。承認する場合には，その引渡しに支障がない旨の理由を述べることとし，次
に高等裁判所の決定により引渡しの可否を判断することになる。
　本件ではドイツ法に規定のない，テロリスト集団への参加罪によって引渡しが求めら
れた事案であった。このように双罰性が欠如している場合にも引渡しを認めることがで
きるかどうかという点について，判決は立法府が決める問題としているだけで，明確な
立場をとらず，いずれにしても EAW 実施法の改正が必要であるとする。また判決は，
ドイツにおいて可罰的ではない行為により引渡しを行って，有罪が確定した場合に，ド
イツに移送して服役させることができるのかという問題も提起していた。
　他の点では，ドイツ国民と外国籍の住民との取扱いの差異が認められることになっ
た。不引渡しの対象となる外国人常住者は，ドイツ国民との家族的関係を有しているこ
とが条件とされた。また，ドイツ国籍者の場合には，引渡しを拒絶できる場合であって
も，外国籍である場合には，任意的拒否事由とされるに過ぎない。この点で，EU 市民
の間において非差別原則との両立性の問題を新たに生じさせることとなった 71）。
⑶　キプロス最高裁判所の判決
　キプロスは，長年のイギリス植民地としての歴史では，コモンローの伝統を有する国
である。1960 年のキプロス憲法 11 条 2 項 f 号では，「不法な入国を防止するために行わ
れる逮捕又は拘禁のため又は外国人に対する追放又は犯罪人引渡しのための手続による
場合の他は，法律の定めがなければ，自由をはく奪されることはない。」との定めを置
いていた。本規定が犯罪人引渡しとの関係でどのような意義を有するかは，自明ではな
い。ただし，従来の判例法によれば，キプロス国民を犯罪人として引き渡すことは本条
に違反するとされていた 72）。
　他方，キプロスは，EAW 枠組決定の実施法として 2004 年に法 133（1）を制定した。
それによれば，EAW を執行するためにキプロス国民を引き渡す場合には，逮捕状発給
国において判決が言い渡された後に拘禁刑に服するために自国に移送されることを条件
とすることを定めた。そこで，イギリスとキプロスとの二重国籍を有する者について英
国当局が欺罔行為により訴追するために発給した逮捕状に基づいて引き渡すことが上記
憲法 11 条 2 項 f 号の規定に違反するかどうかが問題となった。結論だけを手短に言え
ば，キプロス最高裁判所は，2005 年 11 月 7 日の判決によって，同法が自国民引渡しを
禁止する憲法の規定に違反すると判示した 73）。
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　これを受けてキプロスもポーランドと同様に，EAW 枠組決定の義務に合致させるた
めに憲法を改正することによって，自国民をも引渡しの対象とすることができる旨を明
記した。2006 年の憲法改正により，新たに 1 条 A が挿入され，憲法のいかなる規定も，
EU 又は EC の構成国としての義務に基づき必要とされる制定法又は EU が採択した規
則，指令又はその他の立法的性格の行為を妨げ，そのためにとられた行為又は措置を無
効とするものとして見なされることはない，と定めた。この改正は，直接的に EAW 枠
組決定に言及していないが，キプロス憲法の規定にもかかわらず，キプロスは EAW 発
給国に対して自国民を引き渡すことを認めたものである。ただし，キプロスが EU に正
式に加盟した時以後に行われた犯罪についてのみ適用されることとしている。この改正
は，キプロスが国際的刑事司法協力に協力し，外国で自国民が実行した犯罪については
自国民であっても引き渡すことを認めることにより，EU 構成国としての役割を円滑に
果たすために不可欠な改正であると捉えられている。
⑷　チェコ共和国憲法裁判所の判決
　以上見てきた 3 国とは異なり，チェコ共和国（以下，チェコという）憲法裁判所は，チェ
コ基本権憲章（基本的権利及び自由の憲章／ Listina Záklandních Práv a Svobod）と EAW 枠組
決定上の義務との間には，抵触関係は存在しないとの判断を示した 74）。
　チェコは，EAW 枠組決定を実施するために刑事訴訟法 403 条 2 項により，「チェコ共
和国は，専ら相互主義を条件として EU の他の構成国に自国市民を引き渡すことができ
る。」と定めていた 75）。また，同法 411 条 7 項は，「チェコ市民又は永住者が請求国に
引き渡される場合には，同人が請求国において有罪の判決を下された後に，同国内で刑
に服することに同意しない限り，チェコ国内で刑に服するために移送されることを条件
として刑事訴追を受けるために引き渡される」と定めていた。司法当局は，この保証が
得られた場合にのみ，自国市民を引き渡すことができるとし，さらに，同法 412 条 2 項
では，EAW 枠組決定 2 条 2 項に定める 32 の犯罪類型についてはチェコ法に基づく可罰
性を決定するよう求めないと定めていた。
　本件の原告である国会議員らは，上記のような EAW 枠組決定を実施するために導入
された刑法及び刑事訴訟法の関連規定が，自国民の引渡しを定めていること及び双罰性
の検証を省略している点において，「市民は自由に共和国の領域に入る権利を有し，か
つ，市民は自国領域を立ち去るよう強制されることはない。」と定めるチェコ人権憲章
14 条 76）の規定に違反すると主張して争った。その結果，憲法裁判所に係属した。
　チェコ憲法裁判所は，2006 年 5 月 3 日の決定により，上記請求を斥け，EAW 実施法
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は合憲であると判断した。その際，憲法裁判所は，要旨以下のように，EU 条約の全体
及び EAW 枠組決定に従って，国内法を解釈する方法を採用した。まず，チェコ憲法 1
条 2 項は，憲法をも含む国内法（基本権憲章 14 条 4 項も含む）は，EU 条約 10 条に定め
る協力の原則に従って，欧州統合の原則及び共同体機関と構成国との間の協力の原則に
従って解釈されるべきであるとする。
　他方でチェコ法の下では，ドイツ，ポーランドとは異なり，自国民不引渡原則を明
確に定めていなかった。チェコ基本権憲章 14 条 4 項は，「チェコ共和国市民は，自
国を去るよう強制されることはない。」と簡潔かつ曖昧な定めを置いていたに過ぎな
い。この規定は，民主的な国家としてのチェコ共和国から自国民を国外に追放するこ
とを禁止する趣旨である。本規定が犯罪人引渡しとどのように関連するかは明確では
ないが，自国を去るよう強制されないとは，歴史的には共産党時代の「汚染除去行為」
（decontamination），すなわち好ましからざる人物の国外追放の禁止を意味するように狭
義にもまた犯罪人引渡しを含むように広義にも解釈することができる。しかし，共産主
義時代の歴史がチェコ基本権憲章の制定に影響を与えたのであり，14 条 4 項はかつて
犯罪人引渡しに適用されたことはない 77）。
　チェコ基本権憲章 14 条 1 項は，たとえ暫定的にでも自国民を他の EU 構成国におけ
る訴追のための引き渡すことを禁止していると解釈すべきであるという主張は，EU 諸
国間の現状を反映した解釈に一致しない。関連法では，チェコ市民は判決の後にチェコ
への移送を条件として，暫定的な引渡しをするのであるから，自国から退去を強制す
ることにはならない。チェコ市民が国家からの保護を受ける権利は，市民が（公正な裁
判を受ける権利，拷問及び非人道的な取扱い又は刑罰を受けるおそれに直面する可能性により）
チェコ憲法上の刑事訴訟手続上の諸権利を満たさないような基準の国家に引き渡された
ならば，基本権憲章 14 条 4 項及び 36 条 1 項に違反する。しかし，現在すべての EU 構
成国は，ECHR の締約国であり，チェコの基準と同等の人権基準によって拘束されてい
る。
　実施法が EAW 枠組決定 2 条 2 項に掲げられた 32 の犯罪類型について双罰性の検証
を省略しているのは，罪刑法定主義（チェコ基本権憲章 39 条）に違反するという主張に
ついては，実際の処罰は請求国の法に基づいて行われるのであって，チェコは，他の構
成国の刑事法の実現を補助するだけであるとして，その主張を斥けた 78）。
　さらに，EAW 枠組決定の解釈に当たっては，EU 法の誠実な協力の原則に従って国
内法を解釈すべきであり，EU 条約 34 条は，枠組決定は直接効果を伴わないものと定
めるが，他方で，ECJ は，マリア・プピーノ（Maria Pupino）事件判決 79）において EU
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条約は誠実な協力の原則を含むものであり，枠組決定は間接的効果を有すると述べてい
る。すなわちこれは，国内裁判所は，EAW 枠組決定の目的とする結果を達成するため
に最大限可能な限り，同枠組決定の文言と目的に照らして国内法を解釈する義務を有し
ていることを意味する 80）。
　このように述べてチェコ憲法裁判所は，EU 法との適合的な解釈を採用することによ
り，EAW 実施法が憲法と適合的であると判断した点が注目される。こうした判断は，
チェコの場合には，自国民不引渡原則が憲法上の明確な規定となっていなかったことが
他の諸国と異なる判断に至った背景にあるだろう。こうした判断は，ECJ による EAW
枠組決定の合法性判断にも影響を与えたものと思われる。
3 ．小 括─国内裁判所による憲法適合性判断の意義
⑴　国内法化に際しての問題点
　以上，検討してきたように自国民不引渡原則を憲法上の原則としている若干の国に
おいては，EAW 枠組決定と憲法の規定との適合性の問題に直面した。その際に，ドイ
ツ，ポーランド及びキプロスの各憲法裁判所がとってきた対応は，EAW 実施法が憲法
上の自国民不引渡原則に一致していないとの観点から，EAW 実施法が無効であると判
断してきた。EAW 枠組決定の国内実施法の制定に際して，憲法との適合性の問題を解
決するためには，憲法の規定又はその解釈を EAW 枠組決定の要請に一致させるか又は
EAW 枠組決定に基づく義務から離脱（すなわち，EU からの脱退）のいずれかが考えられ
るが，ポーランドとキプロスでは憲法を改正して EAW 枠組決定の要請を満たすよう対
応してきた 81）。ドイツは，実施法の改正を行った。これに対してチェコでは，EU 法に
親和的なアプローチを採用して EAW 実施法と憲法との関係を調和的に解釈した。
⑵　自国民引渡し問題への対応
　EAW 枠組決定は，自国民をも犯罪人引渡しの対象とするという点で，従来の犯罪人
引渡法との違いを鮮明にしている。その点で EAW 枠組決定が，欧州大陸諸国の大多数
に共通する自国民不引渡原則に与えた影響は大きかったが，自国民不引渡の原則は，完
全に廃止されたというよりも，変質したとみた方がよいものと思われる。なぜならば，
未決の被疑者，被告人として引渡しが求められる場合には，相互承認の下で被疑者等に
対して逮捕状を執行して，いったん引渡しを行い，確定判決が下された後に，自国に移
送して服役するという方式が採られているからである。また，自国民に対する確定判決
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に従って引渡しが求められている場合には，引渡しは行われることはなく，他の構成国
の判決に従って自国の刑事施設において受刑する方法が認められることにも留意する必
要がある。さらに，ドイツ憲法裁判所が述べていたように，また他の国の国内法におい
ても，自国領域内において行われた犯罪については（犯罪の結果が他の構成国に及んだと
しても），自国民の引渡しを拒否することができるのである。こうした方式は，自国民
に対する権利の保護という従来の各国国内法上の要請と司法的決定の相互承認に伴う
EU レヴェルでの刑事司法の実現という双方の要請のバランス上に成り立っているよう
に思われる。EAW 枠組決定は，自国民不引渡原則を廃止したとも言われるが，上記の
ような意味に変質したというのが正確であろう。
　このように各国が自国民の引渡しに依然として慎重さを崩していない理由は，自国民
が他国の刑事司法に服することに対する警戒感と（多分に他国の司法への根拠のない不信
と自国の法システムに対する優越感に依拠していると思われる）自国民に対して自国の刑事
手続法の下で保護を与えることへのこだわりがあった。したがって，自国民の不引渡し
の背景に存在していたそのような懸念が完全に払拭されてこそ，本来の趣旨に即した運
用が可能となるであろう。そのためには構成国間の司法制度に対する相互信頼が何より
も不可欠である。問題は，そのような相互の信頼の根拠が十分ではないことである。
　実際に，ドイツ，ポーランドの憲法裁判所が問題としていた点は，自国民をも引渡し
の対象とすること自体が問題となったというよりも，それに伴うセーフガードが存在す
るかどうかという点であった。特に，EAW 枠組決定では，双罰性の検証を省略したこ
とにより，罪刑法定主義の要請を満たすことができるかどうかという点である。
　これに対してチェコ憲法裁判所は，EU 法の統一的な運用と EAW の実効性の確保と
いう視点から，自国民不引渡原則を明記していない EAW 枠組決定が自国憲法に違反す
るとの主張を斥けた。その際に，相互承認と各構成国の国内法に基づく人権保障の水準，
EU 法秩序，ECHR 上の基準が一定の相互信頼の基礎として存在することに依拠してい
る。このような判断は，ECJ のアプローチとも大筋において共通しているといえよう。
もっとも，チェコ法の下でも訴追のために自国民を引き渡す場合には，確定判決の後に，
チェコ国内に移送して刑の執行に服すること及び確定判決に従う場合には，引渡しに代
えて自国における服役により代替可能であることが条件とされている。
　このように自国民に関する限り，各国は，伝統的に認められてきた国内法上の保護を
最大限に維持するとともに，他の構成国の司法的決定を受け入れる方式をとっている。
少なくとも，自国民が外国で行った犯罪については，自国民を（少なくとも一旦は）引き
渡すことが原則となった。その場合には，相手国（EAW 発給国）の刑事手続に自国民を
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委ねるのであるから，刑事手続上の諸権利の保障の水準が自国と同程度であれば，引渡
しにさほど問題は生じないが，実際には多様であることである。また，EU 市民権に基
づき他の構成国の国籍を有する常住外国人の場合にも，引渡しを拒否する権限を認めて
いるが，常住外国人の定義が各国の裁量に委ねられているので，外国人は国民と同様の
恩恵的措置を受けることができるのか否かが不明のままである。この点は，ECJ の判例
によって漸次明らかになりつつある。
⑶　司法判断の必要性
　ドイツ連邦憲法裁判所は，EAW の執行に際しても司法審査の必要性を強調していた。
コマレクによれば，この態度は，他国の刑事司法制度に対する不信に根ざしており，「限
定的相互承認」（limited mutual recognition）であると形容する 82）。それ以外の EU 諸国で
も，自動的に発給国の要請に従って執行する訳ではなく，判断権を留保しようとしてい
る。EAW 執行国においては，行政レヴェル（警察，検察など）の判断に加えて裁判所に
よる司法レヴェルの判断を加えることにより 2 段階方式を維持しているのが普通であ
る。これは迅速な手続を場合によっては妨げるものではあるが，発給国の要請に対して
執行国の国内法の観点からより慎重な判断を介在させているのである。これらのことか
ら，各国の実施段階では，必ずしも引渡しの効率性は優先的には考慮されていないとい
うことであろう。相互承認の前提としての相互信頼に基づく自動的な執行体制をとって
いるわけではない。その背景には，各国間の司法制度の違いにより，相互の信頼が十分
な段階に成熟していないという事情があるように思われる。
⑷　人権，人道上の理由による引渡拒否の可能性
　また各国の国内実施法においては，人権，人道上の理由をはじめとする様々な任意的
拒否事由を付加していることが分かった。その根拠は，EAW 枠組決定前文及び 1 条 3
項が挙げられる。EU 委員会は，人権を理由とする引渡し拒否が直ちに認められないと
いうわけではないが，例外的な場合に限られると述べる 83）。委員会は，EU 構成国間で
は，基本権の保障は EU 法の基本原則であり，全構成国が ECHR の締約国であるから，
構成国の間には人権について相互の信頼が存在することを強調する。ただし，問題は例
外的な場合とは，どのような場合であるかであって，この点は不明であるので，各国の
憲法上の人権規定を根拠として EAW の執行を拒否できるのかどうかが明らかにされて
いない 84）。この問題は，EU 法の解釈適用に関する問題であるから，最終的には ECJ に
よって判断される問題であろうが，各国の裁判所も判断権を分有しているものとみるの
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が適切である。こうした点こそが立憲的多元主義に基づく，各国の裁判所と ECJ との
間の対話による問題解決が必要な問題である。ECJ の見解と各国の裁判所の見解が対立
しないためには，各国の裁判所に留保される判断ができる限り具体的で，限定的である
ことが適切な問題の解決につながるであろう。したがって，特に刑事手続上の諸権利を
中心とする人権保障基準に関する合意を形成することが，相互の信頼を基礎づけるため
には望ましい。近年の EU における刑事手続上の諸権利に関する指令の採択は，そうし
た方向を示しているものと思われる 85）。
Ⅵ　ECJ の判例の検討
　リスボン条約発効までは，第 3 の柱の下での枠組決定に関する ECJ の管轄権は，構
成国の同意がある場合に限り先決裁定に関する管轄権を有するにすぎなかった（旧 EU
条約 35 条 1 項， 2 項）。しかし，リスボン条約発効後 5 年経過した後，すなわち 2014 年
12 月 1 日以降は，「自由，安全及び正義の領域（AFJF）」の分野においても ECJ の先決
裁定に関する管轄権の任意による受諾という前提は無くなり，また EU 構成国からの直
接訴訟を ECJ に付託することが可能となる。さらに，個人の権利に直接関わりのある
場合には，個人からの直接訴訟の方途が開かれることになる。
　ECJ は，EAW 枠組決定に関していくつかの判断を先決裁定の形で下している。それ
らの判例のうち，EAW 枠組決定の合法性の根拠に関する判例としては，ベルギーの憲
法裁判所からの先決裁定の請求に基づく事件が重要な意義を有している。その後は，
EAW の執行拒否事由の問題として，常住外国人の引渡しの可否に関する判例及びより
最近では人権を理由とする引渡しの可否に関する先決裁定が下されている。以下では順
次検討を進める。
1 ．EAW 枠組決定の法的根拠に関する判断
⑴　「世界のための弁護士」事件─事案の概要
　本件は，EAW 枠組決定が効力を生じた後に，「世界のための弁護士」（Advocaten voor 
de Wereld VZW）という団体が EAW 枠組決定が EU 法上の基本的諸原則に一致するかど
うかを争った事件である 86）。ベルギー憲法裁判所（Cour d’Arbitrage）は，原告からの付
託を受けて，ECJ の先決裁定を求めて付託した 87）。当該団体の主張は以下の 3 点であ
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り，これらはいずれも EAW 枠組決定の法的根拠，すなわち適法性（legality）そのもの
を問題とする内容である。第 1 は，EAW 枠組決定の法的根拠について，EU 理事会は，
（当時の）EU 条約 34 条 2 項 b の下では法の「接近」（approximation）のために条約を採
択することができると定めているので，枠組決定ではなく条約で定めるべきであると主
張していた。第 2 は，EAW 枠組決定 2 条 2 項において特定の犯罪を実行した者につい
ては双罰性の確認を廃止しているのに対して，これら以外の犯罪によって引渡しを求
められた者には双罰性の原則が適用される点で両者の間で差別的な取扱いがあるので，
EU 条約 6 条 2 項の人権尊重義務に一致していない。第 3 は，ベルギーの EAW 枠組決
定実施法は，犯罪の定義が不明確で曖昧な行為を列挙しているに過ぎないので，罪刑法
定主義の条件を満たしていない 88）。
　まず，2006 年 9 月の法務官の意見では，EAW 枠組決定は，EU 条約 34 条 2 項 b に違
反せず，また同様に刑事手続における合法性の原則及び平等原則との関連については，
構成国間の刑事法の接近，調和に依拠しており EAW 枠組決定は発給国の法にも反して
いないので，EU 条約 6 条 2 項と両立するとした 89）。
⑵　争点に関する判断
　ECJ は，2007 年 5 月 3 日の先決裁定において，次のような判断を示した。
　第 1 点，すなわち枠組決定という法形式を採択した点については，判決は，EU 条約
34 条 1 項 e にいう法の接近とは刑事法の実体規定の接近だけを言っているのではない
とする 90）。　EU 条約の自由，安全及び正義の領域における発展は，連合の目的の一つ
であり，刑事分野における警察及び司法協力によって，この領域における高水準の安全
を市民に提供するために，構成国間の共同行動を発展させる，と定めており，「構成国
の司法当局その他の権限ある当局の間のより緊密な協力」は，この目的の達成のために
貢献を果たすと定めている。しかし，EU 条約 31 条 1 項 a，b は，このために使用され
るべき法的装置については何ら示していない 91）。EU 条約 34 条 2 項では，一般的文言
によって，理事会は，連合の目的追求に貢献する措置をとり，協力を促進するとし，ま
たそのために理事会に対して枠組決定と条約を含む様々なタイプの措置を採択する権限
を付与している。EU 条約第Ⅵ編の他の規定も刑事司法協力分野において，いかなる形
式の措置を採択すべきか何も定めていない 92）。また，EU 条約の規定は，様々な文書間
の優先順位を定めていない。その結果，理事会は，同一の事項の問題を規制するために
いくつかの措置の間で選択を行うことができるので，法の接近に関連する枠組決定を採
択することはできないと解釈することはできない 93）。犯罪人引渡しは，これまでは条
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約の対象であったが，枠組決定の採択を規律する状況が満足された場合に，それに優先
権を与えることは，理事会の裁量権内にある 94）。
　第 2 に，双罰性の検証を除外した点については，EAW 枠組決定 2 条 2 項に挙げられ
ている 32 の犯罪行為は，EAW 発給国において，発給国の法によって 3 年以上の拘禁
刑又は保安処分を科すことができるならば，双罰性の確認をせずに引渡しの対象とな
る 95）。そして，これらの犯罪及び刑罰の実際の定義は，発給国の法から派生するもの
である。同時に，本枠組決定の 1 条 3 項は，EU 条約 6 条に掲げられた基本的人権（罪
刑法定主義の原則を含む）の尊重を謳っている。これらの事実によって，双罰性の確認を
省略している限りで本枠組決定 2 条 2 項は，罪刑法定主義の原則を侵害しているとは言
えず，また無効とはならない 96）。
　また双罰性の廃止が差別に該当するかどうかの点については，本枠組決定 2 条 2 項に
掲げる犯罪の選択に際して，理事会は，これらの犯罪の特有の性質等に鑑みて，公の秩
序と治安の維持という観点から双罰性の確認を省略することを決定した。それらの犯罪
の容疑者の状況は，本条に列挙されていない犯罪の容疑者と同じであると仮定しても，
この区別は客観的に正当化することができる。また，これらの犯罪の定義が正確でない
から，各国において枠組決定の実施に違いを生じさせるおそれがあるという主張につい
ては，構成国の刑事法の内容を調和させることは本枠組決定の目的ではなく，枠組決定
の法的基礎となっている EU 条約 34 条及び 31 条も，本枠組決定の各国における適用に
際して法の調和を条件としていない 97）。したがって，本枠組決定にリスト化された犯
罪について，双罰性の検証を省略しているとはいえ，枠組決定は，EU 条約 6 条 2 項及
び特には罪刑法定主義の原則及び平等，非差別の原則を侵害していない 98）。
　第 3 に，罪刑法定主義に違反しているかどうかについては，EU 条約 6 条により，連
合は，法の支配の原則に依拠し，ECHR によって保障され，かつ構成国にとって共通の
憲法的規定から生じる基本的人権を共同体法の一般原則として尊重する。また，これ
には EU 基本権憲章上の犯罪と刑罰の均衡性の原則及び平等と非差別の原則を含んでい
る。故に，当法廷は，これらの諸原則に照らして本枠組決定の有効性を審査するよう
委ねられている。まず，EU は，EU 法を解釈する際には，各国が EU 法を解釈適用す
る際に行っているのと同じように，EU 立法と基本条約及び法の一般原則との適合性に
ついて審査を行っていることを強調し，これらの原則に照らして本枠組決定の有効性を
判断するのは ECJ の役割であると述べる 99）。そこで，双罰性の要件を省略したことは，
あまりに曖昧且つ不正確であるので罪刑法定主義の原則に違反するという主張について
は，罪刑法定主義は，構成国に共通の憲法的伝統に基づく一般的法原則であると同時に
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特に ECHR 等の各種条約にも定められている通りであり，その意味は，法は犯罪と刑
罰を明確に定めなければならないということである。この罪刑法定主義の要件は，関係
条項の文言又は裁判所の解釈を手がかりとして，作為又は不作為により自己の刑事責任
を問われるか否かが理解できるならば満たされているとする 100）。
　以上により，ECJ は，枠組決定という法形式が存在したことは理事会の裁量であって，
罪刑法定主義に反せず，これを非とすることはできないとした。
⑶　考 察
　EU の警察刑事司法協力分野は，元来，経済統合（第 1 の柱）とは異なり，政府間協力
を基本としており，超国家性が及ばない分野として位置づけられてきた。そして，1990
年代には，略式犯罪人引渡条約（1995 年）と EU 犯罪人引渡条約（1996 年）が採択された。
1999 年 5 月に発効したアムステルダム条約によって刑事司法協力分野は強化され，第
3 の柱の分野における 2 次法規として枠組決定を導入することとしたが，従前の条約を
代替するには条約によることが本来のあり方であったと思われる。しかし，EU 理事会
があえて条約ではなく枠組決定という 2 次法の形式を採用したのは，90 年代に採択し
た犯罪人引渡条約の批准が進まず，未発効に留まっていたように，今回も仮に条約を採
択したとしても，前回と同じ轍を踏むことは明らかであっただろう。したがって，ECJ
の判決は，理事会がとった応急処置にお墨付きを与える役割を果たす意味があった。
　また，判決では，EAW 枠組決定は刑事罰を科すための法的枠組ではなく，刑事司法
協力の文書にすぎないので罪刑法定主義の問題は直接には生じないという法務官の議論
を採用していない。むしろ，双罰性の検証を廃止している点に関しては，発給国の法に
よって予め一定の行為についていかなる処罰がなされるかは，法定されているので，執
行国はこれを信頼して逮捕状の執行に当たる点を強調することにより，罪刑法定主義に
は反しないとした。各国の人権に対する懸念にも一定の理解を示した上で相互承認に依
拠して，合法性の基礎は，発給国の法に基づくとしたのである。ECJ は，双罰性の撤廃
によって生じた人権侵害に対する懸念を払拭する役割を相互の信頼に期待していたとも
いえる 101）。確かに，罪刑法定主義は，構成国に共通の憲法上の原則となっており，そ
れは法の一般原則であるとともに，ヨーロッパ人権裁判所の判例法の内容としても確立
している。しかし，執行国の司法当局が基本的人権の保護を確保する責任を排除又は
軽視している限りでは，本判決は誤りであるという指摘もある 102）。実際にも，各国の
EAW 実施法は，発給国における人権状況に対して全く無批判の姿勢を採用しているわ
けではないことにも留意する必要がある。
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2 ．引渡拒否事由に関する判断
　EAW 枠組決定は，相互承認原則を基礎として，逮捕状の執行を効率的に行うことを
目的としている。ただし，逮捕状の執行は，機械的かつ自動的な義務ではなく，一定の
要件が満たされた場合には，執行国は，逮捕状の執行を拒絶することも認められる 103）。
　これまでに ECJ の先決裁定手続に付託された引渡拒否事由に関する事案は，①常住
外国人に対する引渡請求の場合，②一事不再理原則の解釈を巡る問題，及び③人権・基
本権を理由とする引渡しの拒否が認められるか否かの問題，の 3 つの類型に集約でき
る。これらは，いずれも人権に関連する引渡拒否事由の例であるが，本稿の関心に最も
近いのは，③のケース，すなわち EU 法上保障される基本権の侵害を理由として，逮捕
状の執行拒否（不引渡し）が認められるか否かである。これらの③つのタイプの判例を
順に検討する。
⑴　常住外国人に対する引渡拒否の可能性
　EAW 枠組決定の規定によれば，自国民と同様に常住外国人に対して訴追のために引
渡しの請求がなされた場合には，一旦引渡しに応じて，確定判決が下された後に在住国
に戻って服役することが認められる（ 5 条 3 項）。確定判決を執行するための引渡請求の
場合には，引渡しに代えて在住国で服役することも認められる（ 4 条 6 項）。これらは任
意的引渡拒否事由の 1 つである。
　ECJ の判例では，常住外国人に対して EAW が発給されている場合において，常住外
国人の定義が一様ではないので，どのような場合に引渡拒否事由に該当するかが問題と
された。
　まず，コズロフスキー（Kozłowski）事件がある。コズロフスキー氏は，ドイツにおい
て 2006 年以後，刑務所に収監中の受刑者であった 104）。しかし，ポーランドの裁判所が
2002 年の判決により同人を有罪としていたので，2007 年に EAW 枠組決定に基づいて
引渡しを求めたところ，本人は同国への引渡しに同意しなかった。そこで，ドイツは，
EAW 枠組決定 4 条 6 項に基づき，執行国の国内に在住している（staying in）か，又は国
民若しくは常住者（resident）である場合には，当該国において判決を執行することによ
り，引渡しに代えることが認められているので，本件でも同人の引渡しを拒否すること
ができるか，という点について ECJ の先決裁定を求めた。
　ECJ は，EAW 枠組決定の目的は，相互承認の原則に基づき司法当局間の犯罪人引渡
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制度を設定するものであるから， 4 条 6 項の在留，常住という文言も構成国の裁量的な
解釈に委ねられるべきではなく，統一的な解釈が求められるとする 105）。そして執行国が，
自国において刑に服させることを条件として，在住する者の引渡しを拒否することが認
められているのは，刑が終了した後に，社会に復帰し更生に資することを目的としてい
る。常住又は在住という用語は，それぞれ引渡しの対象となる者が執行国において実際
の住所を設定しているか又は在住期間の後に，常住者と同じ程度の一定の関係を当該国
との間で獲得している者をいうが，当該本人は常住者ではない。したがって，当人の在
住の期間，性質及び条件，家族の絆の欠如及び執行国との経済的関係などの諸要素に鑑
みて，当該の者は， 4 条 6 項の意味における「在住者」ではないとの判断を示した 106）。
　本裁定は，在住国との実質的な居住関係についてのいくつかの要素を挙げて，在住性
を判定する基準を示した点に意義がある。それらの基準に照らして在住性が認められな
ければ，引渡しを拒否する合理的な理由は存在せず，外国人常住者に対する差別には当
たらないとした。本件の受刑者は外国人常住者として引渡しの対象から免れることはで
きないということであり，合理的な判断であろう。
　続いて問題となったのは，EAW 発給国の国籍を有する者が他の構成国に居住してい
る場合の引渡し請求の可否である。ウォルツェンブルク（Wolzenburg）事件では，ドイ
ツ当局がオランダに滞在中のドイツ人である同氏に対して引渡しを求めた。同氏は，オ
ランダ法では，外国人常住者としてオランダ国内での服役が認められるためには無期限
の永住許可を有することと引き続き合法的に 5 年以上の間在住することを要件としてい
たことが，EC 条約 12 条の国籍差別の禁止規定及び同 18 条の居住移転の自由の原則に
照らして差別的であるかどうかが争点となった 107）。
　ECJ は，本件においても常住者の要件を定めるに当たって構成国の裁量を認めたが，
オランダ法は，無期限の永住資格を不引渡しの要件としていた点で EAW 枠組決定 4 条
6 項と両立しないとした。他方で，不引渡しの基準として 5 年の居住要件を設けること
については適法と判断した。ECJ は，相互承認の原則と外国人常住者の社会における統
合程度という 2 つの要素を勘案して判断を下しているといえよう 108）。すなわち，外国
人常住者の場合には，在住国において服役することによって，本人の社会復帰と更生に
資するか否かを重視しているのである。また，ECJ は，旧 EC 法の第 1 の柱における原
則である「国籍差別禁止の原則」を（旧）第 3 の柱の分野においても適用していること
も注目できる。
　最近の展開としては，ダ・シルバ・ホルゲ（Ropes da Silva Jorge）事件がある。本件は，
ポルトガルの司法当局が，2003 年に同氏に対して麻薬の不法所持を理由として， 5 年
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の拘禁刑を言い渡したことが発端である 109）。リスボンの刑事裁判所は，同人はフラン
スに居住していたためフランス当局に対して身柄の引渡しを請求したところ，本人は引
渡審査において，フランス人女性と結婚し職に就いているため，フランス国内で服役す
ることによって，引渡しに代替するように求めた。ところが，フランスの EAW 実施手
続によれば，EAW の執行を拒否できる対象をフランス国籍者だけに限定していたため
その主張は認められなかった（刑訴法 695-24 の 2 ）。そこで国内法の規定が存在しないに
もかかわらず，常住外国人の場合には，フランス国内で刑の執行を受けることを条件に
EAW の執行を拒否することができるのかどうかが問題となった。
　常住外国人の母国からの引渡請求に関しては，EAW 枠組決定の 4 条 6 項に定めがあ
る。それによれば，EAW の執行を拒否することができる場合として，「被請求人が執行
国の国内に住んでいるか又はその国の国民若しくは常住者である場合でかつ当該国が自
国の法に従って判決若しくは保安処分を執行することを約束した場合」と定めている。
　メンゴッツィ（Mengozzi）法務官は，EAW 枠組決定 4 条 6 項に定められた執行拒否
の理由を適用する際には，構成国が享有する裁量の余地の行使を妨げることなく，執行
国の司法当局は，その領域内に居住し又は滞在している他の構成国の国民にも EAW の
執行に代えて滞在国において刑の執行を代替することが認められるように 4 条 6 項を実
施することが求められている，とした 110）。
　ECJ の判決は，EAW 枠組決定の 4 条 6 項及び EU 運営条約 18 条（国籍差別の禁止）に
よれば，構成国は 4 条 6 項を国内法化する際に，執行司法当局が当該規定の範囲に含ま
れる者を引き渡さない場合を設けることができるけれども，自国との関係性を無視して
在住又は常住する他の構成国の国民を自動的に除外することはできないと述べた。続け
て，構成国は，国籍を理由とする非差別の原則を侵すことなく執行国の領域内に居住し
又は常住する他の構成国の国民を自動的かつ絶対的に除外することによって，もっぱら
自国民に対してだけ逮捕状の執行拒否を限定することは認められないとしたのである。
⑵　一事不再理原則（ne bis in idem）の適用
　一事不再理原則は，近代刑法の基本原則であるが，国内法上の原則であって，国際法
上の原則として，複数国家間において通用するとは見なされていない。なぜならば刑法
上の諸原則は国家間においては依然として大きな隔たりがあるので，一国において起訴
され無罪の決定があったとしても，他の国においては異なる結果をもたらすことも否定
できないからである 111）。ECHR 第 7 議定書 4 条及び自由権規約 14 条 7 項でも一事不再
理原則を規定するが，あくまでも同一の国家の下での原則として定めるにすぎない 112）。
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他方で，EU ではアムステルダム条約により，EU 法に組み入れられたシェンゲン実施
協定 54 条により，締約国間における一元的な原則として本原則を規定している 113）。ま
た EU 基本権憲章 50 条でも，EU 内においてすでに確定的に有罪又は無罪の宣告を受け
た行為については，再び罪を問われることはないとして本原則を EU 法上の原則として
認めている 114）。逮捕状の相互承認を基本とする EAW 枠組決定の下では，一事不再理
原則は，不引渡事由となる。すなわち，その 3 条 2 項では「執行司法当局が，いずれか
の構成国により被請求人が同一の犯罪について最終的な判決を下されたという通告を受
けた場合」を義務的な不引渡事由として定める。ただし，「有罪判決が下されている場
合には，既に刑に服したか又は刑の執行の途中であるか若しくは判決を言い渡した構成
国の法の下で刑を執行する必要が消滅していること」を条件としている。
　本規定の適用が争われた事件としてマンテロ（Mantello）事件がある 115）。同人は，
2005 年にコカインの不法所持によりイタリアで逮捕，起訴され有罪判決により刑に服
した後に，ドイツに在住していたところ，イタリアの司法当局は，2008 年に再度，過
去に有罪判決の基礎となったのと同一の関連事実に基づいているが犯罪組織への参加罪
という異なる罪によって EAW を発給した。そこでドイツでは，イタリアへの引渡しを
実行するに際して，既に 2005 年にいったん有罪判決を受けて刑に服したときと同一の
事実に基づく引渡請求が一事不再理原則に反するか否かが問題となった。
　判決では，まず訴訟手続が確定的に終了したか又は無罪の宣告を受けた場合には，被
請求人は，同一行為に関して最終的な判断を受けたものと見なされるが，最終判決を下
されたかどうかは，当該判決を言い渡した構成国が決定するとする。そして，執行司法
当局からの情報の要請に対して，発給当局が自国の法制度に基づいて言い渡した以前の
判決が同一行為に関する最終的判決ではないと明確に述べている限り，執行当局は，逮
捕状の執行を拒否することはできないと判示した。このように，ECJ は，一事不再理の
原則の適用は，原則として逮捕状の発給国の法に基づいて決定されるべきであるとする
ことにより，引渡しの実効性を重視しているのである。
⑶　人権又は公序違反を理由とする執行拒否の可能性
　人権又は公序違反を理由とする EAW の執行拒否は認められるかという問題が最近，
ECJ において提起された。この問題の検討に立ち入る前に，関連する判例法として，
EU 庇護法の分野における判例に注目しておく必要がある。ECJ は，N.S 及び M.E 事件
判決において，基本権が危機にさらされている場合には，EU2 次法規に基づく義務を
回避することができるかどうかという問題を検討した 116）。すなわち，EU 庇護規則（ダ
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ブリン規則）においては，庇護申請者は，EU 域内において庇護申請をする場合には，最
初に入国した国において審査を行うことが原則とされている 117）。これは，庇護申請を
複数国において繰り返したり，庇護申請を受けやすい国に申請者が集中したりすること
を避けるために導入された規則である 118）。本件では，アフガニスタンからギリシャに
いったん入国した後に，イギリス及びアイルランドに移動して，庇護申請を行おうとし
たところ，両国当局は，申請者を EU 規則に従ってギリシャに移送する決定を行った。
しかし，申請者は，ギリシャの庇護申請手続には制度的な欠陥があり，また被収容者の
収容条件が劣悪で非人道的であるために，ギリシャへの移送が EU 基本権憲章 4 条（拷
問，非人道的又は品位を傷つける取扱いの禁止）に違反すると主張して移送の停止を求めた。
ECJ は，2011 年 12 月 21 日の判決により，基本権憲章 4 条により構成国は，他の構成
国の庇護手続及び庇護申請者の受入れ条件に制度的な欠陥があり，また庇護申請者を非
人道的又は品位を傷つける取扱いを受ける実際的な危険に直面させると信ずる十分な理
由があると知りうる場合には，庇護申請者をそのような他の構成国に移送することはで
きない，という解釈を示した 119）。
　もとより庇護法（難民法）と犯罪人引渡法とは性格を異にしているが，双方とも人の
移送又は引き渡しの結果，被対象者の権利侵害が危惧される場合には，移送又は引渡し
を拒否する権利が認められるかという問題を提起するという点では共通性がある。ま
た，ヨーロッパ人権裁判所の判例法においても，犯罪人引渡しと庇護申請者又は難民の
退去強制とは，類似的な問題として理解される傾向にあるし，本件自体も，ヨーロッパ
人権裁判所の M.S.S 対ベルギー及びギリシャ事件判決において扱われた問題と事実上
は類似の問題であった 120）。したがって ECJ の判断は，ヨーロッパ人権裁判所の判断か
らみて予測されたものでもあったとも指摘されている。EU 運営条約では，庇護制度と
刑事司法協力とは，両者ともに第 5 編「自由，安全及び正義の領域」に組み込まれてい
る問題であるから，EAW に基づく容疑者等の引渡請求を人権を理由として拒否するこ
とができるかどうかが問われることもあると考えられる 121）。時を要せずして，この問
題は ECJ において議論されることとなった。
①　ラデュ事件
　本件は，ルーマニア人であるラデュ（Radu）に対してドイツ当局が発給したヨーロッ
パ逮捕状の執行に関して ECJ が下した先決裁定である 122）。2007 年，2008 年にドイツ
の検察当局は，ラデュに対して強盗の容疑により 4 件の EAW を発給した。2009 年 6 月
5 日，ルーマニアのコンスタンツァ控訴院は， 3 件については逮捕状の執行を命じた
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が， 1 件に関しては，ルーマニア国内において同一行為により刑事手続が既にとられて
いるとの理由により執行を拒否した。ラデュは，逮捕状の執行に異議を主張して破毀院
に控訴していたところ，同院は，控訴院への差戻しを決定するとともに，当人の保釈
を認めた。2011 年 2 月に，再度控訴院は本件を審理した際に，ラデュは，以下の 3 点
を主張した。第 1 に，EAW 採択時には，ECHR も基本権憲章も EU の基本条約中に編
入されておらず，2009 年のリスボン条約の発効以後の事情とは異なる。リスボン条約
発効後は，EAW 枠組決定の規定は，ECHR 及び基本権憲章に従って解釈，適用されな
ければならない。第 2 に，EAW 発給国の EAW 枠組決定に基づく立場は一貫的でなく，
逮捕状の執行に際しては発給国，執行国の双方について相互主義の要請に留意すべきで
ある。第 3 に，発給国が基本権憲章及び ECHR に基づく人権を遵守しているか否かを
確認することは，執行国（ドイツ）の義務であり，執行国がその義務を怠った場合には，
EAW の執行を拒否することができる。
　以上の点に関してコンスタンツァの控訴院は，次の諸点を問題とした。第 1 に，本人
が人権を理由として引渡しに同意していない状況の下で，国は，引渡しを強制すること
が可能かどうか。第 2 に，法の適正手続の保障及び公正な裁判の保障に関する規定は，
EU 基本権憲章の関連規定とともに，EU の基本条約中に含まれるのか。第 3 に，EAW
執行国が ECHR 及び基本権憲章中の上記の規定に定められた諸権利に介入する場合に
は，その目的に関して民主的社会における必要性の要件及び比例性原則を満たしている
かどうか。要するに，付託された問題は，ドイツ当局が発給した EAW をルーマニアが
執行するに際して，ドイツにおいて事前に聴聞を受ける機会が与えられなかったこと
は，基本権憲章 6 条，47 条，48 条，及び ECHR の法の適正手続きの保障に関する 5 条
及び公正な裁判を受ける権利に関する 6 条に違反するか，という問題である。
　この先決裁定の請求に対してシャープストン法務官の意見は，人権を理由として
EAW の執行を拒否する可能性について，ヨーロッパ人権裁判所の判例法及び ECJ の
N.S 他事件等の判例法を詳しく検討した。そして，EU 基本権憲章及びヨーロッパ人権
条約の関連諸規定は EU の基本的法を構成するとし，また EAW の執行が ECHR 5 条及
び基本権憲章 6 条の保障する身体の自由への介入を招くことがありうるとも述べる。し
たがって，執行国の当局は，人権侵害のおそれを理由として EAW の執行を拒否するこ
とができるが，ただしそれは極力例外的な事情でのみ認められるとしていた 123）。
　ECJ は，ルーマニアの控訴裁判所からの先決裁定の要請に対して，訴追のために発給
された EAW の執行拒否の可能性を狭く，限定的に解した。判決はごく短い内容である。
　まず判決は，EAW 枠組決定は，司法的協力の促進と迅速化の達成のために，構成国
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（3・完）
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間の相互信頼と高度の信頼関係に基礎を置く「自由，安全及び正義の領域」を達成する
ための制度であることを重視する 124）。したがって，原則的に構成国は，EAW の執行義
務を負っているとする 125）。その義務を免れるのは，EAW 枠組決定に定められた義務的
又は任意的な執行拒否理由に該当する場合に限られる。枠組決定の 4 条 a は，裁判にお
いて防御権が侵害された場合には，EAW の執行を拒否することができるとしているが，
これは，欠席裁判により有罪の判決が言い渡された場合に限られる。EAW 発給国によっ
て，事前に聴聞を受ける権利を侵害されたという主張は，この例外には当たらない。
　それ故に EAW の執行が EU 法秩序の下で保障される基本権と両立しないということ
にはならない。基本権憲章 47 条，48 条はともにそのような執行拒否を認めていないの
で，仮にそうした例外を認めるとすれば，EAW 枠組決定の目的に反することになる。
むしろそれらの例外の許容は，EAW 枠組決定の制度目的に逆行しさえする。EAW 枠組
決定は，特に被請求人が逃亡するのを防止するためには，「不意打ち的要素」を有する
ものであると述べる 126）。EU の立法者は，聴聞を受ける権利は，EAW の制度の効率性
を弱めることのないよう執行国において遵守される。
　このように判決は，EAW 枠組決定と人権規範との両立性に関する問題を狭く，限定
的に捉え，EAW 枠組決定のメカニズムと人権との間の緊張関係の存在に正面から答え
ていないように思われる 127）。
　ECJ は，EAW 枠組決定に基づく身柄拘束と引渡しが基本権憲章 6 条及び ECHR 5 条
とどのような関連を有するかという点については，特別な考慮を示さなかった。
　その点，シャープストン法務官は，人権の制約が認められるためには，必要性テスト，
比例性テストが満たされなければならないとする 128）。これらのテストはヨーロッパ人
権裁判所の条文及び判例法上の原則であり，人権制約の適法性の判断基準として人権裁
判所が多くの場合に言及している解釈理論であり，同法務官は，被請求人の身体の自由
及び公正な裁判を受ける権利が侵害されるならば EAW の執行を拒否することができる
と明確に述べていた 129）。法務官意見は，EAW に基づく引渡しの場合にも，ノン・ルフ
ルマンの原則に抵触する結果をもたらすような場合には，引渡しを拒否することができ
ると ECJ のダブリン II 事件判決を引用していたことも想起するべきだろう 130）。
　ECJ の論理は，EU 諸国間においては，人権条約及び基本権憲章という共通の人権基
準が存在してることから相互の信頼が確立しているといういわば仮定に基づいているよ
うに思われる。また，判決が人権と EAW との間の緊張関係に深く立ち入らなかった理
由には，本件の具体的な争点が EAW と人権の両立性を真正面から問題としていないと
評価したせいではないかとも受け止められる。
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②　メローニ事件
　EU 法と各国の憲法上の権利との抵触が問題になった場合でも，一般的には EU 法の
優位性の原則に基づき，EU 法の規定が憲法に優位する。しかし，実際上は，同等の保
護の原則，補完性の原則などの論理により，EU 法の実効性を犠牲にして各国の国内法
の適用を認める可能性も否定されてはいない。本件は，ラデュ事件に続いて，EAW 枠
組決定と各国憲法上の原則との抵触についてスペイン憲法裁判所からの先決裁定の付託
を受けた事案という点でも重要な意味を有していた。
　メローニ（Stefano Melloni）事件では，イタリアにおいて欠席裁判により下された有罪
判決に基づき発給された EAW をスペイン当局が執行する際に，スペイン憲法で保障さ
れる再審を求める権利を条件として，引渡しを認めることが可能かどうかついて ECJ
に先決裁定が求められた事件である 131）。本件では，スペインに在住するメローニ（以
下，M という）に対してイタリアのフェレーラの裁判所が倒産詐欺の容疑により，EAW
を発給したためにスペインで M の身柄が拘束され，イタリアへの引渡しが決定された。
しかし，M は保釈が認められた後に逃亡したために，イタリアの裁判所は，本人は出
廷しなかったが弁護人が出席した状況の下で審理を行い 2000 年に 10 年の拘禁刑判決が
下された。その後の上訴審においても本人欠席のまま有罪が確定した。2008 年になっ
て改めてイタリア当局が，M に対して EAW を発給したことにより，M はスペインの
警察により再逮捕された。2008 年 9 月に，スペイン高等裁判所は，フェレーラ地裁の
判決に服させるべく M の引渡しを決定した。M は，公正な裁判を受ける権利を規定す
るスペイン憲法 24 条 2 項に基づく判例法では，欠席裁判により有罪判決が言い渡され
た場合には，再審を求める権利が認められているにもかかわらず，イタリア法の下では
同様の場合であっても，再審請求ができないので，イタリアが第 1 審判決に対する再審
の可能性を認めることを条件とすることによってのみ引渡しは可能であると主張して憲
法裁判所に訴えた。そこでスペイン憲法裁判所は，2011 年 6 月，以下の諸点に関する
EU 法上の判断について，ECJ に対して EAW 枠組決定と憲法との関連について次の諸
点について先決裁定を請求した 132）。
　第 1 は，スペインの司法当局が逮捕状を執行する際に，欠席裁判に基づく引渡請求
がなされている場合には，再審請求が可能であることを条件とすることが許されるか
否か。第 2 に，同条件を付すことができるとすれば，EAW 枠組決定 4 条 a ⑴の規定は，
基本権憲章の下で定められた実効的な司法的救済及び公正な裁判を受ける権利と両立す
るか否か。第 3 は，同様に，EU 基本権憲章 53 条 133）の解釈によって，構成国の執行司
法当局は，自国憲法の規定に従って，欠席裁判により有罪判決を受けた者の引渡しに際
ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制の現代的変容（3・完）
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して，発給国において再審を受ける権利を付帯条件とすることにより，EU 法上の保護
のレヴェルよりも高次の保護を与えることが認められるか否かである 134）。
　ここで問題の EAW 枠組決定では欠席裁判により言い渡された場合には，引渡拒否事
由となるが，2009 年の改正により 4 条 a が挿入され，本人が裁判の期日を知らされて
いたにもかかわらず出廷しなかった場合及び本人の依頼により弁護人が出廷していた場
合には，引渡拒否事由にはならないと規定されていることである。
　ボット法務官は，第 1 点について EAW 枠組決定 4 条 a ⑴の状況においては，有罪判
決の再審を求める権利を条件として，EAW の執行を拒否することはできず 135），所記規
定は，自らの判断によって法廷の審理に欠席した場合には欠席裁判による有罪判決が下
された場合でも，EAW の執行を拒否できない場合としており，これは基本権と刑事司
法協力の要請との間の均衡を図った規定であるとした。本意見の鍵は次の箇所である。
「保護される基本権とその保護の程度は，個人の利益と社会の利益との間の適切な
均衡についての社会の選択を反映している。その決定は，その秩序の社会的，文化
的及び歴史的な文脈についての当該法秩序に特有の価値と密接に関係するので，他
の文脈に自動的に移行させることはできない。」136）
　要するに，EU 法秩序の下での人権は，EU 法固有の利益によって制約されているの
で，構成国の憲法上の人権をそのまま EU 法の下に移行させるのは適切ではない，とい
うことである。
　ECJ 判決は以下のように続ける。EU 法の領域で適用される権利の水準は，EU の法
秩序の文脈に適合するように定められているのであり，EAW 枠組決定に定められた権
利の水準は，EU の要求に適合的であり，基本権の保護と効率的な引渡しとの均衡を確
保することが求められる。さらに，EU 基本権憲章 53 条は，51 条，52 条とともに解
釈されるべきであり，とくに 51 条は重要である。基本権憲章の規定は，EU 法を適用
する際に限って EU 諸機関及び構成国を拘束する。したがって，国家のアイデンティ
ティーが問われるような状況は別として，53 条は同憲章以外の EU 法の規定（ 2 次法規
も含めて）が構成国の憲法上の権利の保障を下回ることはあり得るとした 137）。各国の憲
法上の権利に依拠する可能性は，排除されるわけではないが，EU 法上の保護の水準が
存在する場合には，各国憲法上の権利の援用は EU 法の実効性を侵すが，EU 法の保護
の水準が存在しない場合には，構成国は，EU 法の実施と両立し，かつ EU 法上保護さ
れる他の権利を侵害しない限り，自国憲法上の高次の水準を保持することができるとす
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る。EU 法が各構成国に裁量を認めている限りは，各国憲法上の権利の保護が EU 法の
適切な履行と調和する限りでは，構成国は高次の保障を維持することができると述べた。
　かくして ECJ 判決は，EU 法の優位性の原則と EU 法の実効性の確保という観点か
ら，国内憲法上の理由によっても EAW 枠組決定に基づく義務の履行を拒否することは
できないとの判断を示した 138）。
　まず第 1 点について，枠組決定 4 条 a ⑴は，欠席裁判において言い渡された拘禁刑判
決の執行のために請求された EAW に関する任意的拒否理由を定めているが，法廷審理
の期日を知らされていながら正当な理由なく出廷しなかった場合，本人の依頼により代
理人（弁護人）が出廷して意見を述べていた場合などは，たとえ本人が欠席した場合で
も，欠席裁判とは見なされず，不引渡事由とはされないとした。
　第 3 点については，スペイン憲法裁判所の付託に対して消極的な判断を示した。す
なわち，憲法上の権利を理由として再審請求権を条件とすることが基本権憲章 53 条に
よって許されるという解釈は，構成国は自国の憲法によって保障される基本権を侵害す
るおそれがある場合には，基本権憲章に完全に一致する EU 法の規定であってもこれを
適用しないことが許されるので，EU 法の優位性の原則を毀損すると指摘する。そして，
EU 法秩序の本質的な特徴である EU 法の優位性の原則に基づき，憲法上の秩序に関す
るものも含めて国内法の原則が，当該国の領域において EU 法の実効性を毀損すること
を認めることはできないとした。基本権憲章 53 条は，EU 法の領域においては EU 法の
優位性を否定する余地はなく，憲法上の権利に優位性を認める場合があるとしても各国
の憲法秩序の独自の分野に限るとする。
　以上のように ECJ は，EU 法の優位性及び実効性の原則を基礎として，スペイン憲法
に基づく基本権を理由として，EAW の執行を拒否することはできないとしたのである。
こうした結論は，EU 法と各国憲法上の人権との関係について一層の論議を呼び起こす
可能性がある。
3 ．小 括
⑴　EAW 枠組決定の解釈・適用における ECJ の視点─優位性と効率性
　以上に検討してきたように，ECJ と各国の国内裁判所との間では，先決裁定手続に
よって，EAW の国内実施上の問題点が浮かび上がってきている。ECJ は，Advocaten
事件以降，ラデュ，メローニ事件等の諸判決において，EAW 枠組決定の国内法に対す
る優位性と実効性及び引渡制度の効率性の確保を重視しているといえよう。他方で，
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EAW 枠組決定の実施に当たって刑事手続上の基本権の確保については，相互の信頼が
基本であることを強調しており，各国憲法上の人権保障と EAW 枠組決定の規定が齟齬
する場合に，憲法上の人権を適用して引渡しを拒否できるのかどうかについては十分な
説明又は判断が示されていないように思われる。
　Advocaten 事件は，EAW 枠組決定に関する初めての ECJ の判決であって，提起され
た問題も抽象的な問題であったためか，具体的な問題点は明らかにはなっていない。サ
ルミエントによれば，ECJ は，付託された論点について答えていないし，EAW の適法
性についてその根拠を十分に示さずに正当化したと厳しく評価する 139）。双罰主義の検
証を廃止したことと罪刑法定主義との関連性についての判断では，執行国の国内法の立
場から引渡しの許否を判断する際に，構成国は広範な裁量を有しているとしている。し
かし，相互承認原則の下では，人権を理由として常に他国の司法的決定を拒否できる場
合があるのか否かは明らかにされていなかった。
　また一連の「常住外国人」（他の構成国の国籍を有する者であり EU 市民権の保有者）の引
渡し問題については，ECJ は，一定の居住要件を満たしている他の構成国の市民を本人
の意思を無視して自国民と区別して扱うことは，EAW 枠組決定の趣旨を逸脱するとい
う判断を示している。司法的決定の相互承認の制度は，EU 域内における居住，移転の
自由が認められることにより，居住国における判決の執行によって代替することが認
められる。このような ECJ の態度は，逮捕状発給国の犯罪人引渡しに伴う利益よりも，
従来の EU 法に基づく国籍差別の禁止（TFEU 18 条），EU 市民権の保護（同 20 条）及び
居住移転の自由（同 21 条）などの原則に基づいて，他の EU 構成国の市民にも国民に準
ずる地位又は権利を承認することを重視したものであると考えられる。これらの判例
は，2009 年のリスボン条約発効の前のものと後のものとがあるが，リスボン条約発効
後のダ・シルバ・ホルゲ事件では，EU 基本権憲章 7 条に定める家庭生活の尊重を受け
る権利が居住・移転の自由（同 45 条）と国籍による差別の禁止（同 21 条）に加わってく
る 140）。
　他方で，ラデュ事件，メローニ事件は，一方で各国憲法上の基本権規定と EAW 枠組
決定に基づく相互承認原則及び引渡しの実効性の確保の要請との対立的な関係がより鮮
明に争われた事案である。ECJ は，これらの判例において，EU 法の優位性と EAW に
基づく犯罪人引渡しの実効性確保という要請を重視することにより，憲法解釈に基づく
権利の主張よりも EU 法（EAW 枠組決定）の解釈に優先的な考慮を与えた。ECJ が EU
法の確保を重視するのは，従来の市場統合を推進する役割を果たしてきた判例法の傾向
と軌を一にしている。リスボン条約発効後は，ECJ は，「自由，安全及び正義の領域」（特
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に，刑事司法協力分野）においても EU 法の価値と目的を推進する役割を果たそうとして
いるかのようにも思われる。しかし，刑事司法協力分野は，本稿において強調してきた
ように EU においては人権，法の支配の観点から，換言すれば各国の憲法の基本的価値
と正面から衝突する分野でもある。
⑵　公序に基づく EU 2 次法規の無効─カディ事件の波紋
　問題は，リスボン条約によって EU の「自由，安全及び正義の領域」は超国家的な性
質が認められ，同時に EU 基本権憲章に法的拘束力を付与されたことの意義をどのよう
に捉えるかである 141）。ECJ が，一連のカディ（Kadi）事件判決において基本権に基づき
EC（当時）規則を無効としたことは，EU 刑事司法分野においても波紋を投じたといえ
よう。同事件は，旧「第 2 の柱」（共通安全保障）に関する事件であり，刑事司法分野の
事件とは異なるが，リスボン条約発効の後はその区別はなくなっている。
　カディ事件の発端は，2001 年に国連安全保障理事会の制裁委員会が採択した決議
（1267/1999 及び 1333/2000）により，国際的テロリスト集団であるアルカイーダ及びアフ
ガニスタンのタリバンとの関連が疑われる人物をリスト化して，これらの人物の資産の
凍結措置を執るように国連加盟国に求めたことにある。理事会は，本決議を実施するた
めに EC 理事会規則（881/2002）を採択して，EU 域内におけるテロリスト関連の個人及
び団体資産の凍結を決定し，カディ氏の資産もその対象とした 142）。しかし，カディ氏
は，資産凍結に際して，聴聞を受ける権利，財産の尊重及び効果的な救済を受ける権利
等が侵害されたと主張して，当該規則の合法性を争った。その後，ECJ は，カディ事件
をめぐって 2005 年，2008 年，2010 年及び 2013 年と 4 度の判断を下している。その経
緯は，概略次の通りである。
　2005 年の EU 一般裁判所（General Court）の判決（カディ I 判決）は，国連安保理の制
裁を実施するための EU 規則は，ECJ の司法管轄権からの免除を享有するとの趣旨で
あった 143）。しかし，本判決に対してカディ氏の側から上訴が行われた結果，2008 年に
ECJ 大法廷判決（カディ II 判決と呼ばれる）において，ECJ による合法性審査は，国連安
保理決議を実施するための EU 規則を含めて，すべての EU 法規の審査を対象にしなけ
ればならず，国際協定によって課せられた義務によって，EU 法上の基本権尊重の原則
を損なうことはできないとした 144）。その結果，ECJ は，カディ氏の氏名を十分な根拠
に基づかずに，ウサマ・ビン・ラディン及びアルカイーダ等のテロ組織との関連性を有
している人物としてリストに加えた EC 規則は無効と判断した。その理由は，国際合意
に基づく義務は，EU 法上の基本権の尊重義務を妨げることはできないので，問題の規
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則が EC 法上の防禦権，効果的な法的保護を受ける権利等を侵害していることにより，
無効であるとしていた。これによって本件は決着が付いたかのように思われたが，実際
はそうではなかった。カディ II 判決を受けて EU 委員会は，テロ関連活動に関連して
いるとの容疑を裏付ける新たな証拠に基づき再度同氏の氏名をリストに含む新規則を
採択した 145）。この新規則についてもカディ氏からの再々度の異議が提出され，EU 一
般裁判所は，2010 年に新規則についても無効を確認した。本判決に対して EU 委員会，
理事会及び英国政府は，ECJ にさらに異議の申立てを行った。その後，2012 年 10 月に
は，国連制裁委員会は，カディ氏の氏名をリストから削除する決定を行った。これに
よってカディ氏の主張は認められたことになるが，EU 法上の問題が解決されたわけで
はなかった。2013 年 7 月，ECJ 大法廷は，テロ関連容疑に関する証拠の公開には，情
報の機密性という困難な問題があることを考慮しながらも，テロ行為に関連しているこ
との実質的証拠に基づくことなくカディ氏に対して制限的な措置を科すことはできない
として，新規則の無効を最終的に確認し，異議の申し立てを却下した 146）。
⑶　人権を理由とする EAW 執行の拒否の可能性
　以上のように，一連のカディ事件の争点は，EU（EC）法秩序と国連システムとの間
の整合性の問題でもあったが，EU 法秩序の内部における問題としては，基本的人権及
び公序に基づいて EU 法 2 次法規が違法であると認定される可能性を認めたものといえ
よう。すなわち立憲的な法の支配の要請の観点から，EU 法の無効性を問う可能性は閉
ざされていない。では，同じように EU 法 2 次法規と EU 法上の基本権との適合性が争
われたラデュ事件及びメローニ事件においては，当事者の主張はなぜ認められなかった
のだろうか。
　ECJ は，カディ事件とは異なり，これらの 2 つの判決では EU 法の優位性及び犯罪人
引渡の効率性の論理を優先することにより，憲法上の人権規定を制約する可能性のある
EU 法の規定であっても，その有効性は否定されないとした。この両者の違いは，カディ
事件においては，テロの容疑は不確実であり，その根拠となる事実（証拠）は十分に明
らかにされていなかったのに対して，ラデュ，メローニ両事件では，犯罪人引渡手続で
あるから引渡請求の根拠となっている犯罪の事実自体を争っている訳ではなかった。し
たがって，逮捕状発給国の法に基づく引渡請求それ自体には根拠があると判断されたも
のと思われる。ECJ は，EU 公序としての人権を理由として，EAW の効力を覆して不
執行を根拠づけるためには，十分に説得的な根拠が必要であることを強調している。そ
の点で，メローニ事件の法務官の意見が指摘していたように，欠席裁判判決に対する上
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訴権の保障は，スペイン憲法の解釈としても必ずしも確立している訳ではないこと，欠
席裁判であっても本人の意向を受けた弁護人が出廷していたので，本件は前記のよう
な除外事由に該当することが考慮されたのである。ただし，これらの 4 条 a の規定は，
2009 年の改正によって EAW 枠組決定に挿入されたのであり，本件ではそれ以前の事実
であった。改正後の規定を改正前の事実にあてはめて解釈したことは，釈然としない点
として残る。
　EU 基本権憲章 53 条によれば，EU 法の規定よりも，構成国の憲法上の人権の保障基
準がより高次である場合には，各国の憲法規定の適用を妨げないとしているにもかか
わらず，EU 法の優位性と EAW の効率性という視点を重視しすぎているとの批判もあ
る 147）。他方で，ヤンセンス（Christine Janssens）の指摘によれば，ラデュ，メローニ両
事件は真の意味で構成国の憲法上の権利の実現が正面から問われていた事案ではなく，
実際に人権が危機に瀕しているならば，ECJ は異なる判断を示す場合もありうるとす
る。したがって，これらの判決に失望するべきではないという 148）。
　これに関連して，ヨーロッパ人権裁判所においてもラデュ事件に類似する事件として
ナダ（Nada）対スイス事件がある 149）。本件は，カディ事件で争われたものと同様の国
連安全保障理事会の決議に基づきスイス当局がとった措置が ECHR 8 条（居住移転の自
由）を侵害していると主張された事件である。すなわちナダ氏は，テロリストに関連す
る人物としてリストに登載されるとともに，スイスが採った措置によりスイス領に囲ま
れた狭隘なイタリアの飛び地（カンピオーネ，Campinone d’Itatlia）からの移動が制限され
た。ナダ氏は，これによって居住，移転の自由の侵害があったと主張した。人権裁判所
大法廷は，2012 年 9 月の判決により，本件でスイスのとった措置は合法的な制約と人
権への適正な配慮との間の比例性を欠くものとして条約 8 条に違反するとした 150）。
　以上のように，ECJ のカディ事件判決及びヨーロッパ人権裁判所のナダ事件判決は，
人権を内容とする公序に基づいて国連安保理決議を実施するための EC 規則及び国内法
が人権原則に反することを認めた。このことは，国連であると EU であるとを問わず，
機関が採った措置を公序の視点から司法的に審査する仕組みが必要であることを意味し
ている。これらのことからして EU 法の刑事司法協力の文脈においても基本権の侵害を
理由とする EAW の不執行が認められる可能性がありうるといえよう。例えば，N.S 及
び M.E 事件の ECJ 判決を考慮するならば，劣悪な拘禁条件及び手続法上の瑕疵を理由
として，EAW 枠組決定に基づく引渡決定が，EU 法の基本権に反するという潜在的か
つ理論的可能性は成り立つであろう。
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Ⅶ　ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法の現状評価 
─立憲的多元主義の観点から
　本稿では，ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制が今日の国境を越える国際犯罪
やテロとの戦いを背景として，効率性の追求に向けて変化しつつある状況において，人
権原則をどのように位置づけ，調和させようとしているかという問題を基本的な視点と
して検討してきた。そこで，以下ではこれまでに本稿において分析し，検討してきた結
果をまとめておきたい。まず 1 では，ヨーロッパ評議会におけるヨーロッパ犯罪人引渡
条約の現状評価を行い， 2 では，EU における EAW 枠組決定に関する現状評価と今後
の諸課題について考察を取りまとめておくことにする。その際に，ヨーロッパ諸国間に
おける「立憲的多元主義」に基づく人権保障の要請が迅速かつ効率的な犯罪人引渡しの
運用とどのように関わりがあるかという視点から私見を呈示することとする。
1 ．ヨーロッパ犯罪人引渡条約の現状
⑴　ヨーロッパ犯罪人引渡条約の現代的変容
　本稿⑴で検討したように，CoE の 1957 年ヨーロッパ犯罪人引渡条約は，基本的には
伝統的な犯罪人引渡条約の構造を特徴としていた。すなわち，本条約は，従来の 2 国間
の犯罪人引渡条約と同様に，引渡請求国からの請求に基づき，一定の犯罪について容疑
者等の引渡しのための協力を約束することにより，犯罪者の訴追と処罰を確保すること
を目的としている。このような「請求主義」を基礎とする伝統的犯罪人引渡条約は，国
家の刑事司法管轄権を尊重し，侵さないことを前提としつつ，刑事司法協力により犯罪
必罰を達成しようとしているのである。ただし，これまでにも CoE 諸国は，1975 年の
ヨーロッパ犯罪人引渡条約の第 1 追加議定書により，ジェノサイド犯罪及びジュネーブ
諸条約違反の戦争犯罪を行った者については，政治犯の定義から除外してきた。また，
1977 年のヨーロッパテロ防止条約は，テロ犯罪を政治犯の定義から除外することによっ
て，政治犯不引渡しの原則を限定的に捉える対応を行ってきた 151）。
　近年に至って，ヨーロッパ犯罪人引渡条約も新たな追加議定書の採択により，主とし
て迅速かつ効率的な引渡しを目的とする若干の新しい規定が取り入れられていることが
分かった。これらの見直しによって，伝統的な犯罪人引渡法に見られる硬直性を緩和す
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る動きもみられる。
　まず，双罰性の要件を巡っては，具体的双罰性と抽象的双罰性の 2 つの考え方が存在
しているが，犯罪人引渡請求の性格が司法権を行使するための適正な管轄裁判所を支援
するための要請であると捉えることにより，抽象的可罰性の基準を適用するとする議論
が支持されている。ただし，双罰性の要件を抜本的に見直し，請求国の法に可罰性の基
準を委ねる案は，今のところ議論にとどまり支持されていない 152）。最近の改革として
は，2010 年の第 3 議定書により，迅速かつ簡略な犯罪人引渡手続きを導入することと
なった。また，被請求人の同意がある場合には，特定主義を適用しないことも可能とさ
れるようになった 153）。2012 年の第 4 議定書においては，引渡手続の迅速化のために 90
日以内に引渡しを実行することを明記したことも新たな進展である。
　自国民不引渡原則については，CoE 諸国間においては今日なお基本的には維持され
ているが，いったん引渡請求に応じて自国民を引渡し，確定判決が下された後に，自国
に移送して服役するという方式が多くの国の国内法で採用される傾向にある 154）。した
がって，自国民不引渡原則の意味は，柔軟に解されるようになっている。ただし，人権
上の理由により，精神的，健康上の理由等による不引渡理由が存在している。
⑵　立憲的多元主義の視点
　また，CoE においては，ヨーロッパ人権裁判所による ECHR の解釈を通じて実質的
に犯罪人引渡しにおける人権規範を重視する判例法が形成されている。これらの判例法
は，人権を理由とする引渡拒否事由についての判断を積み重ねることによって，事実
上，ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡しに関する法と実行に影響を与えていると考
えられる。こうした人権裁判所による ECHR の解釈を通じて，緩やかな意味での立憲
的多元主義的な要素を指摘することができよう。すなわち，犯罪人引渡手続においても，
ECHR 上保護される諸権利の尊重を伴うものでなくてはならないのである。
　具体的には，次のような点を挙げることができる。第 1 に，死刑の適用のおそれがあ
る場合に引渡しを禁止することについては，ヨーロッパ犯罪人引渡条約 11 条により任
意的引渡拒否事由とされている。加えて，ECHR 第 13 議定書によって死刑廃止が締約
国の義務とされ，ヨーロッパ人権裁判所の判例法でも死刑の適用のおそれがある場合に
は引渡しが禁止されることが確立しているので，今日では，死刑適用のおそれの存在
は，義務的な引渡拒否事由となっている 155）。第 2 は，人権裁判所の判例法により，条
約 3 条に定める拷問又は非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い又は刑罰を受ける
おそれがある場合にも，引渡し，送還，追放等の措置は禁止される 156）。最近の判例に
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おいて新たに問題とされた点は，終身刑を宣告されるおそれが引渡拒否事由となるか否
かである。例えば，ホーキンス及びエドワーズ対英国事件では，イギリスからアメリカ
合衆国への犯罪人引渡しの結果，死刑又は終身刑が言い渡される可能性があることに
ついて条約 3 条に違反するか否かが問われた 157）。人権裁判所の判決は，死刑を適用し
ない旨の米国政府からの外交的な保証があるのでその死刑の摘要の危険性はないとし，
また仮釈放の可能性のない終身刑が宣告されるおそれは，「著しく均衡を欠く」（grossly 
disproportionate）ものとはいえず，同条の違反には当たらないとしている 158）。さらに公
正な裁判を受ける権利の侵害が引渡拒否事由となるか否かの問題は，従来から人権裁判
所において問題とされてきたが，実際に，これが肯定された事例はなかった 159）。しか
し，最近のオマール・オスマン（アブ・カタダ）対英国事件では，引き渡した結果，拷
問によって獲得された証拠が有罪の証拠として用いられるおそれがあることにより公正
な裁判を受ける権利の侵害が懸念されるとしてヨルダンへの追放が禁止されるという
判断を示した 160）。人権裁判所は，公正な裁判を受ける権利の「甚だしい侵害」（ﬂagrant 
denial）を理由として引渡しが禁止されるとした点は注目される 161）。またゾキドフ対ロ
シア事件 162）では，人権条約 5 条の恣意的逮捕拘禁からの自由を理由として引渡拒否事
由として認められている点は注目される。
　これらの人権及び人道上の理由による引渡し拒否は，ヨーロッパ諸国間の公序とい
う観点から，人権を保護する役割を果たすものである。ヨーロッパ犯罪人引渡条約と
ECHR とは，もちろん全く別個の条約であるが，人権裁判所の判例法を通じて相互の関
連性が保たれているものと考えられる。また，犯罪人引渡手続との関連においては，犯
罪人引渡しの被請求人の側から，ヨーロッパ人権裁判所への個人申立が受理された場合
には，暫定措置の決定があるまでは，引渡しの執行を停止することが求められており，
暫定措置の決定前に引渡しを行うことは条約違反となるとされる。
　以上のように，CoE においてはヨーロッパ人権条約が存在し，ヨーロッパ人権裁判
所の判例法によって，犯罪人引渡しの結果として人権が侵害されるおそれがある場合に
は，引渡しの制限理由になるとの解釈が確立しており，ヨーロッパ各国の犯罪人引渡法
もその限りでは人権条約によってコントロールを受ける。もっともヨーロッパ人権裁判
所の判決は，主権国家の最高裁判所のように，締約国の国内法を直ちに違法として無
効化する効力は有さず，厳密には個別の事件ごとの拘束力を有するだけである。また
CoE のシステムは，基本的に主権国家間の協力機構であるから，EU 法秩序にみられる
ような優位性及び直接効力の承認などの要素を伴っていない。しかし，ヨーロッパ人権
裁判所の判決を通じて，人権条約の規定は，緩やかな憲法的な規範として存在している
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ことが認められる。そこには，主権の委譲を伴う高度な統合を目指す EU とは異質の意
味において，緩やかな立憲的秩序の存在又は小畑のいう「統合なき憲法秩序」の存在を
認めることができる 163）。また，CoE には，ヨーロッパ拷問禁止条約及びヨーロッパ拷
問禁止委員会等のモニタリング機関が存在しており，人権の履行監視を行っていること
にも留意する必要がある 164）。
⑶　伝統的犯罪人引渡条約の再検討の背景
　ヨーロッパ諸国間，特に EU 域内においては，国境を越える人の自由移動が実現した
ことにより，特に組織犯罪グループの構成員及びテロリストも含めて犯罪者が国境を越
えて自由・頻繁に移動できるようになった。その結果，従来の煩瑣で時間を要する犯罪
人引渡し手続は見直しの必要が生じた。特に，2001 年 9 月の米国における同時多発テ
ロは，米国だけでなくヨーロッパ諸国においても影響を与えた。テロ容疑者の逮捕，勾
留及び犯罪人引渡しにさまざまな方法が考えられるが，最もドラスティックな方法は
米国によるテロリスト容疑者等に対する「特別送致」（extraordinary rendition）の遂行で
あった。しかしこれは，領域主権を原則として，司法的決定に基づき関係諸国間の協力
による，犯罪人引渡しという従来の国際法の基本原則から逸脱する，法を越えた行為で
あるように思われる 165）。他方で，EU 諸国間においては，EU 法の 2 次法規によって従
来の犯罪人引渡条約を改めて，簡潔，迅速かつ効率的な犯罪人引渡しの在り方を求めて
EAW 枠組決定を採択した。
2 ．EU 犯罪人引渡制度の現状と課題
⑴　現状評価─犯罪人引渡制度の現代的変容
　EU の犯罪人引渡制度は，2002 年に採択された EAW 枠組決定によって従来の制度を
抜本的に代えて革進的な犯罪人引渡制度へと変化させた。EU は，1990 年代に 2 つの犯
罪人引渡条約（1995 年の略式犯罪人引渡条約と 1996 年の EU 犯罪人引渡条約）を採択した。
これらの条約は，簡潔，迅速な引渡手続を導入し，また政治犯不引渡しの原則及び自国
民不引渡原則の廃止という大きな特徴を持つものであった。しかし，その当時にはそう
した新機軸が各国における立憲主義の立場からみると問題性をはらむが故に発効しな
かった 166）。
　2004 年以降は，EAW 枠組決定の実施により，EU 諸国間においては，迅速かつ効率
的な犯罪人引渡しが実現している。実際に，EU 委員会が公表している EAW の発給件
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数及び引渡しの実施件数及びそれに要した日数などの統計的資料を見ても，EAW 枠組
決定は著しい効果と実績を達成していることは明らかである 167）。
　EAW 枠組決定は，伝統的犯罪人引渡法に見られる双罰性の確認を省略し，特定主義，
不引渡事由としての政治犯不引渡しの原則，自国民不引渡原則など伝統的な犯罪人引渡
条約に見られる諸原則を廃止又は大幅に変更した 168）。EAW 枠組決定は，その点で画期
的な要素を導入したといえよう。特に，双罰性の原則は，請求国と被請求国の双方にお
いて引渡犯罪が可罰的であることを条件とすることによって，被請求国に対して自国の
法に従って引き渡すかどうかの決定権を留保する意義があるが，特定の重要犯罪につい
てはこれを省略し，逮捕状発給国の法に優越的性格を認めるとともに，引渡義務の強化
が図られた。これと相まって自国民でも原則として引き渡すこととしたことにより，各
国の憲法上の基本権の保護との間で緊張関係を生むこととなったのである 169）。
　以上のような，EAW 枠組決定を中心とする最近の EU 刑事司法の動きの特色を一言
で言うならば，EU 犯罪人引渡法の刑事手続法化が進められてきたとみることができる。
EAW 枠組決定を中心とする EU の犯罪人引渡法が刑事手続法化に向けて動いているこ
とは，次の 3 つの理由によって根拠づけることができる。第 1 は，従来の外交ルートに
よる引渡請求を廃止して，司法当局間の手続によらしめたことである。第 2 は，司法的
決定，すなわち逮捕状の相互承認を導入したことである。第 3 は，刑事手続上の諸権利
の一元化を推進していることである。以下では，これらの意味について敷衍して述べて
おきたい。
①　司法当局間の手続き
　EAW の特徴の 1 つは，従来の外交ルートを通じた引渡請求手続を改めて，司法当局
間の直接的な手続によって，引渡しを行うことである。外交ルートを介するのは，犯罪
人引渡手続が主権国家間の交渉であることを意味しているが，これを排して，シェンゲ
ン情報システムを介して，司法当局間の実務レヴェルの手続きにとって代わった。その
結果，犯罪人引渡しのプロセスを法的に純化し，政治的な判断が介入する余地を極力な
くすとともに，迅速，簡潔な手続を可能とした。本人が引渡しに同意した場合には，10
日以内に引渡しが行われる（17 条 2 項）。同意がない場合には，原則的に 60 日以内に逮
捕状を執行（引渡し）することが求められており（17 条 3 項），事情によりさらに 30 日
の延長が認められる。
　実際にも EU 委員会の資料によれば，引渡しに要した日数は，2009 年 1 年間の統計
的数値では，本人の同意がある場合には，平均で 16 日間であった。同意がない場合で
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も 48.6 日であった。また，同意がえられた率は，54％であった 170）。他方で，引渡審査
にどれほどの期間が妥当かは，各国の引渡審査制度が異なるので，一律に短期間の期間
を設定した点には，特に英国で批判がある。余りにも短い期間で引渡しを実施すること
によって，適正な引渡審査が行われるかどうかという疑問も提起されている 171）。
②　司法的決定の相互承認の意義
　EAW 枠組決定は，司法的決定の相互承認の原則を EU の刑事司法協力の「要石」と
して導入した最初の文書である 172）。また，EAW 枠組決定に基づく新たな犯罪人引渡法
制は，従来型の「請求主義」から「相互承認主義」に依拠した手続を導入している点
に大きな構造的な違いがある 173）。伝統的犯罪人引渡制度の下では，被請求国の刑法上
の犯罪構成要件に従って，双方可罰性の要件を満たすことが引渡しの前提とされてき
た 174）。これに対して，EAW 枠組決定が導入した相互承認原則の下では，逮捕状の発給
国の司法当局が発した司法的決定が他の構成国（逮捕状執行国）においてもそのままの
形で法的効力を認められる。これによって双罰性の検証が省略され，迅速かつ効率的な
運用が可能とされるのである。
　相互承認は，国際通商法の分野では活用されてきたし 175），EU においても域内市場
統合を促進するための装置として相互承認は大きな役割を果たしてきた 176）。これらの
国際通商法分野における相互承認と刑事司法分野における司法的決定の相互承認とは，
性格的に大きな違いを有している。なぜならば，刑事司法分野では国家主権的要素が市
場統合の分野におけるよりも色濃く反映しており，国際法における刑事司法管轄権自体
が国家の領域性を基礎として機能しているからである。いかなる行為を処罰の対象とす
るかは，国家の主権的事項であり，他国の刑事司法上の決定を自動的に承認するには，
もとより困難が予想される。また，ECJ の Advocaten 事件の当事者が主張していたよう
に，他国の司法的決定に承認を与えることは，罪刑法定主義にも反するおそれがあると
いうのはもっともな面もある。
　しかし，ECJ の論理では，各国において人権基準は遵守されているので，相互信頼の
下で発給国が決定した逮捕状を相互に承認することが刑事司法協力の前提となってい
る。しかし，実際には諸学説も指摘するように，各国の刑事手続，拘禁条件等の違いを
考慮するならば，相互の信頼を仮定して，引渡しを実行することによって人権を危険に
さらす結果となることもありうる。
　このような懸念が指摘される中で，刑事司法分野において相互承認を導入するために
は，関係国間の相互信頼の形成が不可欠であり，そのためには，構成国間において，刑
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事手続上の諸権利及び刑事被拘禁者の処遇条件等についての最小限度の統一的基準を設
定する必要がある。すべての EU 構成国が ECHR の締約国であり，同裁判所の判例法
により最小限の刑事司法手続法に関する合意が存在するが，人権条約及び人権裁判所の
存在だけでは，関係国間の相互の信頼を形成するためには十分ではない。EU において
は，刑事手続上の諸権利に関する統一的な基準は存在しなかったので，実際に EAW 枠
組決定が運用段階を迎えて，種々の問題が生じることになったのである。
　2009 年 12 月 1 日にリスボン条約が発効したことによって，EU 基本権憲章に法的拘
束力が認められるようになり，さらには EU 自身が ECHR への加入が予定される段階に
至って，刑事司法協力をさらに推進していくためには，EU 構成国間において相互の信
頼関係を実質的に築いていく必要がある。そこで，いくつかの課題を指摘しておきたい。
⑵　EU における刑事司法協力の課題
①　基本的課題─刑事司法協力における立憲的多元主義
　上記のように EAW 枠組決定は，犯罪人引渡法の刑事手続法化に向けた歩みを示して
いるように思われる。実体刑法の調整という課題はさておき，立憲的な人権保障の下で
運用されるところに犯罪人引渡しの刑事手続法化の意味がある。
　そこで，EAW 枠組決定においては，EU 法の実効性を確保するために逮捕状の相互
承認の下で効率的な引渡しが優先されており，人権に関する規定は殆ど含まれていな
い。EAW 枠組決定の実効的な運用を担保する基本的な人権保障の枠組みは，EU 構成
国間の相互の信頼に依拠することとされたのである。
　他方で，リスボン条約の発効によって，EU 自体が基本権の尊重に対して責任を負う
立場になった。かつての第 3 の柱とされる EU の刑事司法協力分野（自由，安全及び正義
の領域）は，第 1 の柱と同様の国家を越える性格を獲得した。そして，EU 基本権憲章は，
法的拘束力を獲得することになった。この 2 つの要素は，EU における刑事司法協力の
促進に大きな影響を及ぼしたものと思われる 177）。というのは，EU 基本権憲章は，EU
における立憲主義の基本的文書であり，EU の各種法令もそれによって拘束されるの
で，EAW 枠組決定も基本権憲章との整合性が問われることになったからである。また，
EU 自身が ECHR に加入することが予定されているので，加入が実現した後は EU 法と
ECHR との整合性のいかんがヨーロッパ人権裁判所によって問われることにもなる。同
時に，EU の刑事司法分野においては，実体刑法の統一化は今なお着手されていないし，
刑事手続法も若干の手続的な権利については指令が採択されたが，その実施は各国の裁
量に委ねられている部分も多いために，補完性の原則の下に多様な形態が認められる。
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　国家的アイデンティティーが問われるような事態においては，各国の憲法上の要請
を満たすために，EU 法の 2 次法規上の義務を回避することも受け入れられると考えら
れる。ただし，それは EU システムからの離脱を意味する訳ではなく，そうした憲法上
の要請は，EU の上位構造の中に取り込まれているものと理解することができよう。メ
ローニ事件でその意義が問われた EU 基本権憲章 53 条は，そのような意味で理解でき
るのではないかと思われる。
　このように各国の実施法では，様々な理由による引渡拒否の可能性を残存させてい
る。しかし，一方の執行国が人権を理由とする引渡拒否事由を拡大するならば，EAW
の適切な履行がはかられるかどうかが疑問も生じる。ECJ のいくつかの判例に見られる
ように，発給国と執行国相互の国の間で法制度の違いに基づき EAW の解釈上の疑念が
生じていた。
　これらの問題において，刑事司法協力にかかわる基本権と EU 法上の義務とにかかわ
る憲法適合性問題はどのレヴェルで，どのように判定するかである。特に，EAW 枠組
決定のような相互承認文書は，発給国と執行国という 2 国間の関係において実際に運用
されるので，各国の裁判所（特に，最高裁判所又は憲法裁判所）と ECJ との間の対話の確
保とその継続が必要である 178）。その場合に，ECJ は各国の国内裁判所からの先決裁定
の付託を受けて，人権の視点から EAW の条項の解釈を示すことが求められることはあ
り得るであろう。また将来的には，この種の問題はヨーロッパ人権裁判所の判断に付さ
れることにもなると思われる。
　EAW 枠組決定の条項に人権への直接的な配慮が欠けていることは欠点ではないかと
の指摘がある。この指摘に対して，ヤンセンスは，EU 構成国の間で採択された EU の
文書において，明白な基本権の例外規定を置くことは余分であるとする。基本権が侵さ
れるおそれは，例外的に過ぎないが，そのような違反は，相互承認原則の適用への障害
に当たるとする。公序の原則が，相互承認原則への制限を構成することもありうるとし，
問題は構成国がどこまで基本権に基づく主張をコントロールする権限があるのかという
点にあると述べている 179）。この問いに対する答えは，常住外国人の引渡しの可否をめ
ぐって争われたコブロフスキー事件とダ・シルバ・ホルゲ事件の ECJ の判断が，ある
程度の示唆を提供している。すなわち，コブロフスキー事件では常住性の判断は，社会
的結合関係の希薄さにより常住性を認めなかったドイツ当局の判断に一定の合理的根拠
が認められたが，ダ・シルバ・ホルゲ事件では，フランス国籍者と外国籍の常住者を区
別する法は，EAW 枠組決定の趣旨に反するとした。すなわち前者では補完性原則の下
に構成国の判断が認められたが，後者の場合には EU 法の国籍差別の禁止原則に構成国
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の法も従わなければならないとしていたのである。このように，補完性原則に委ねられ
る領域と EU 法の適用領域との区分が必要である。このような ECJ の判例の方向性は
概ね妥当である。今後は，補完性の原則により各国の憲法以下の国内法の規定に委ねら
れる領域と EU 法の実効性を確保しつつ，EU の権限に属する領域との境界をどのよう
に見定めるかが課題であろう。そのためには，各国の独自性を認めつつも EU の基本的
な価値観の分有に基づく立憲的多元主義に基づく協力関係の模索が必要となるだろう。
　このような EU 刑事司法協力の立憲的正当性の基礎をより確実にするためには，いく
つかの具体的な課題があると思われる。以下では，それらについて指摘しておく。
②　具体的及び立法上の課題
　　　ⅰ　ECHR への加入問題
　EU は ECHR に加入する予定である（EU 条約 6 条 2 項）。EU と CoE との間では，2010
年以後，加入のための予備的交渉を継続し，2013 年 4 月には，EU の ECHR への加入
協定案が整った。今後，この加入協定が採択され，発効した後には，EU 法と ECHR と
の適合性について，ヨーロッパ人権裁判所の管轄権が及ぶことになる 180）。ということ
は，EU 法の規定によって個人が人権条約上の権利が侵害されたと主張する場合には，
ECJ に対して直接訴訟の形で訴訟を行い，その段階で救済が得られなかった場合には，
最終的に人権裁判所に対して出訴権を行使し，審理されることになるであろう。した
がって，これまで以上に EU 法自体が人権条約との適合性を問われる機会が増えること
が予想される。特に，EU の刑事司法分野は個人の権利と密接な関連を有することから，
ECHR との関係を問われることになる。その点で，EU 刑事司法手続に関する EU 指令
の採択は，EU 法のレヴェルにおける人権保障を確保する上で必然的に求められる措置
であるといえよう。
　刑事手続上の諸権利に関する共通の最低規則は，すべての構成国の刑事司法制度にお
ける信頼を増し，翻って相互信頼の環境においてより効率的な司法的協力と連合におけ
る基本権文化の促進をもたらすものと期待されている 181）。
　　　ⅱ　刑事手続上の諸権利の指令化
　EAW 枠組決定の文言自体に人権規定を挿入することは，適切ではないとの指摘があ
るが，EU 法には具体的に EAW 枠組決定の実施手続において問題となる刑事手続に関
する権利規定が存在しなかった。したがって，EU が相互承認原則の下に迅速かつ効率
的な犯罪人引渡しを運用するためには，刑事手続上の基本的諸権利に関する指令の整備
が必要であったし，また実際にこれを推し進めてきたことは賢明な判断であった 182）。
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　当初，EU 委員会は，2004 年の EAW 枠組決定の施行に併せて，犯罪人引渡しに適用
される手続上の諸権利を立法化する動きがあった。しかし，当時の EU 条約の下では全
会一致が不可欠であったために，一部の構成国の間では EU の権限拡大に対する懐疑論
があったため，結局構成国間の意見の一致が見られず，いったんはその試みは挫折し
た 183）。しかし，2009 年のリスボン条約の発効に伴い事情は幾分変わった。新しい EU
法秩序の下では，従来の 3 本柱構造の廃止に伴い，「自由，安全及び正義の領域」（EU
運営条約第 5 編）の下で刑事における司法協力として新たに条約上の再編が行われた。
また，EU 基本権憲章に法的拘束力が認められたことにより，刑事手続上の諸権利に実
質化することが喫緊の課題となったのである。
　EU では，リスボン条約の発効に合わせて，刑事手続上の諸権利に関する指令の採択
をスケジュールに組み入れ 184），2010 年以降，2013 年 10 月までの間に 3 つの指令を採
択した。指令の実質的内容は，ヨーロッパ人権裁判所の判例法上の基準に基づき，刑事
手続上の諸権利が EU 指令として強制力のある形で成文化された 185）。これらの指令は，
いずれも被疑者，被告人及び EAW 枠組決定による犯罪人引渡手続きに基づき身柄を拘
束されている者にも適用される 186）。通訳，翻訳に対する権利は，外国籍の者にとって
は特に重要であろう。また，とりわけ議論の多かったのは，弁護人に対するアクセスの
権利の内容であったが，これには，弁護人との接見の権利だけでなく，警察による取調
べに際して弁護人に立ち会ってもらう権利も含まれることになった 187）。弁護士による
法的援助には，法律扶助制度を受ける権利も含まれる。また，被請求人の身柄が逮捕さ
れた場合に，EAW の執行国と発給国の双方において同時に弁護人を選任する権利，す
なわち「二重の弁護人依頼権」（dual representation）が認められたことも特徴である 188）。
また，これらの指令は，刑事手続き上の権利の一部を具体化したにすぎないので，より
一層の刑事手続上の諸権利の拡充のために EU 法の基準の制定が求められる。EU 委員
会は，2014 年 1 月には，無罪の推定を受ける権利，裁判所に出廷する権利などについ
ても指令案を示した。同指令案についても今後の具体化が待たれている 189）。
　　　ⅲ　比例性原則の考慮
　EAW 枠組決定は，引渡拒否事由の中に比例性原則を考慮した規定は存在しない。
ECJ によれば，比例性の判断は，発給国が行うべきであると述べているが，逮捕状の執
行国においても相対的に軽微な犯罪を理由とする逮捕状の発給に対しては，他の人権と
の比例的考慮により引渡しを拒否することも認められるかべきかどうかが問題である。
　刑事司法における比例性原則との関連については，EU 基本権憲章 49 条 3 項により
「刑罰の軽重は，犯罪に対し均衡のとれないものであってはならない。」と定められてい
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る。EU 委員会も，EAW 枠組決定を実際に運用する際にも比例性原則の重要性を認め
つつ，比例性の判断は執行国において行うのではなく，逮捕状発給国の司法当局に対し
て比例性原則への考慮を求めている 190）。それでもなお，執行国の側において比例性原
則（ここでは専ら「罪刑の均衡」をいう）を理由として執行を拒否できるとする要求は強
く残っている 191）。
　特に，英国では「ユーロ懐疑主義」の主張とも関連して，そのような主張は根強い。
例えば，英国上下両院の人権常任委員会の報告書によれば，隣家の家禽を盗んだ罪や携
帯電話 2 台の窃盗により他国に容疑者を引き渡すことが，「家庭生活の尊重に対する権
利」等との兼ね合いにより妥当かどうか問題があると指摘し，EAW 枠組決定の文言に
比例性への言及を含ませるべきとの主張をしている 192）。
　また EU 基本権憲章が定める量刑の均衡の原則を理由として逮捕状の執行を拒否する
ことができるという趣旨の判断がドイツの国内裁判所により示されていることも注目さ
れる。シュトゥットガルト高等裁判所は，スペインの司法当局がドイツ在住のリベリ
ア人に対して微量のコカインを営利目的で販売しようとした容疑により発給した EAW
が，ドイツ憲法及び EU 基本権憲章 43 条 3 項に定める「量刑の均衡」の原則に反する
として，その執行を拒否することができると判示したことがある 193）。当該箇所は傍論
ではあるが，ドイツの EAW 実施法は，EU 立法の一部を実施するために立案されたも
のであるから，EAW 枠組決定だけでなく EU 法の全体としても解釈するべきである。
その中には量刑の均衡の原則も含まれる，ということになる 194）。
　　　ⅳ　拘禁施設における処遇条件の改善
　ECJ の N.S. 他事件判決では，庇護申請者を送還した結果，劣悪な拘禁条件にさらさ
れるような場合には，送還それ自体が EU 法の原則及び ECHR 3 条の非人道的若しくは
品位を傷つける取扱いに該当するとの判断を示していた。同様に，ラデュ事件のシャー
プストン法務官も指摘していたように，EAW に従って引き渡された結果，引渡しの対
象となった者が劣悪な拘禁下に置かれるおそれがある場合にも，EU 基本権憲章及び人
権条約の規定に違反する可能性は否定できない 195）。したがって，刑事収容施設の環境
の改善も課題となっている。
　現在のところ，EU 構成国内では，刑事収容施設の処遇条件は大きく異なっている。
長期に及ぶ未決勾留期間の問題，勾留理由の適法性審査，保釈の条件，過剰収容，未成
年者の扱い等多くの検討課題がある。刑事収容施設における被拘禁者の処遇に関する具
体的かつ拘束力のある EU の基準は未だ存在しない 196）。ある国では，未決勾留期間が
最大 4 年の長期に及ぶことがあったり 197），刑事収容施設の過剰収容が 300％にも及ぶ
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ような国も存在している 198）。そこで EU 委員会は，各構成国における刑事拘禁施設の
改善を刑事手続上の諸権利に関する指令の採択に続く課題として位置づけている。2011
年に EU 委員会は，拘禁条件の改善のための「グリーン・ペーパー」を公表して 199），
構成国及び関連諸団体に対し意見を求め，今後の政策立案の課題としている。
結 論 と 展 望
1 ．結 論
　以上により，ヨーロッパ諸国間における犯罪人引渡法制につい検討した結果，ヨー
ロッパ諸国間においては，ヨーロッパ犯罪人引渡条約と EU の EAW 枠組決定という 2
つの制度が存在していることが特徴であり，それぞれの制度の下で人権基準が犯罪人引
渡制度の背景として重要な存在となっていることが理解された。本稿における分析結果
は，上記Ⅶにおいて詳しく述べた通りである。本稿を締めくくるに当たり，繰り返しは
できるだけ避けつつ要点をかいつまんで確認し，我が国を含むより広い国際社会への展
望も含めて若干の補足的な所見を述べておくこととする。
　まずヨーロッパ犯罪人引渡条約は，ヨーロッパの 47 か国に域外 3 か国を含む 50 か国
間の条約となっている。同条約は，従来の請求主義を基調とする伝統的な犯罪人引渡条
約の形をとっており，今日の犯罪人引渡条約としては，最も広範囲の地理的な妥当基盤
を有するものとなっており，同条約は，最近の追加議定書により，漸進的な改革が導入
されていることが確認された。また，同条約の実際の運用にあたって，ヨーロッパ人権
裁判所の判例法が人権保障の安全装置として機能していることが着目できる。
　EU を構成する 28 か国の間では，EAW 枠組決定が新しい形の犯罪人引渡制度として
機能している。特に，犯罪人引渡法に従来の国家主権と領域主権の尊重に基礎を置く犯
罪引渡法に対して相互承認という論理を用いることによって大胆な変革をもたらした。
ただし，それは従来の伝統的な犯罪人引渡条約の構造から全くかけ離れたものではな
く，各国の国内法上の扱い及び憲法裁判所の判例を見れば解るように，連続的な発展で
あり，変容とみるべきであろう。例えば，自国民をも原則として引き渡すことなどの点
で各国憲法との対立的な要素が導入されたが，各国は，自国民を引き渡す場合を極力限
定的に解することも認められているのである。また，各国の国内法では，依然として犯
罪人引渡しの文脈で規定していることも了解された。EU においては，逮捕状の相互承
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認というロジックの下で迅速かつ効率的な引渡しを実現するとともに，立憲的な適合性
を確保するために刑事手続上の諸権利の基準を定めるなどの方法を採ってきていること
も着目できた。
　こうしたヨーロッパ諸国の経験から導き出される結論をごく簡潔に示せば次の 3 点で
ある。第 1 に，犯罪人引渡しの迅速かつ効率的な運用のためには，関係国間の相互の信
頼関係の構築が必要であるということである。第 2 は，その相互の信頼を築くためには
関係国において，刑事手続き上の諸権利の保障についてのセーフガードが必要であると
いうことである。つまり，刑事手続き上の諸権利の保障を内容とする相互の信頼が必要
であるという点である。第 3 は，立憲的な多元主義の視点から各国の憲法上の人権規範
と EU 刑事司法の効率的運用との間の相互の均衡に配慮することが必要であるという点
である。
2 ．展 望─国際社会の視点から
　本稿は，もっぱらヨーロッパ諸国間の犯罪人引渡制度を検討してきたが，ヨーロッパ
の制度が他の地域における刑事司法協力にも何らかの影響を与える可能性はある。刑事
司法協力分野における立憲的多元主義の分析枠組は，同時に国家主権を前提とするヨー
ロッパ評議会の仕組みにおいても議論がなされている 200）。また国連を中心とする分権
的な法秩序の下においても，犯罪人引渡しと国際人権規約を中心とする各種の人権規範
との関係は実質的な議論が可能な問題でもある 201）。グローバルな文脈においても，今
日の国連及びその下に発展，展開する国際法規範─特に国際人権法分野における発展
─を基礎としても論じうるものではないかとも思われる。ただし，この点についての
一層の検討は，立憲的多元主義の意義に関する更なる研究とともに今後の課題とした
い。
　また，EU の制度は，国際法の観点からみれば，EU の域内の制度であるとともに，
EU を構成する 28 か国の間の犯罪人引渡しに関する地域的な国家慣行としての意義は
認めることができるであろう。EAW 枠組決定は EU 域外には妥当しないが，犯罪人引
渡しという制度の性格，及び特徴からみても EU 又は EU 構成国が他の地域の国家と締
結する条約を通じて域外の国家に与える影響も見逃すことはできないだろう 202）。とい
うのは，犯罪人引渡しは，国家間の協力であるから，EU 域外の諸国が EU 諸国のいず
れか又は米国の例のように EU と他の域外国家との間で犯罪人引渡条約を締結する場合
には，EU の制度が他方の当事国にも何らかの影響を与えると思われるからである。例
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えば，EU と米国との間で 2003 年に締結された犯罪人引渡条約 203）では，自国民不引渡
原則を掲げておらず，簡略手続による引渡しの実施の導入などの諸点において（内容は
かなり異なる部分も多いが）EAW 枠組決定との「同等性」（parity）を基調としている 204）。
ただし，米・EU では死刑の存廃に関しては大きな隔たりがあるので，これをどのよう
に調整するかが 1 つの懸案事項であった。結局，同条約 13 条では，死刑を言い渡す可
能性のある事件については，一方の締約国は，引き渡した結果，死刑が適用されないか
又は死刑が言い渡されたとしても執行をしない旨の外交的保証が確認された場合にのみ
引渡しを実行するとの規定を含んでいる 205）。
　我が国がヨーロッパ諸国と犯罪人引渡条約の締結を検討する際に，やはり死刑問題は
大きな壁となるであろう。米・EU 犯罪人引渡条約のように，死刑の適用の可能性のあ
る場合には外交的保証を条件とすることは，我が国の場合には，司法の独立の前提があ
るために認めにくいであろうが，米 EU 条約の規定方式は，検討の余地があるかもしれ
ない 206）。なぜならば，我が国が EU との間で締結した司法共助協定でも 207），死刑の適
用の可能性のある事件については，EU 側に協力を拒否する権限が認められているから
である 208）。
　我が国としても，ヨーロッパ諸国との関係だけでなく，近隣諸国との関係も含めて犯
罪人引渡条約を含む刑事司法共助関係の構築は今後も継続的な課題である 209）。その場
合には，実務においても各国の犯罪人引渡しに関する法制度とその実行を十分に理解し
ておく必要がある。ますます国境を越える人の移動が不可避的な時代において，彼我の
刑事手続き上の制度の違いのみならず，法文化，生活・社会環境等の違いを前提として
考慮しつつ，刑事司法協力にどのように対応していくかが課題であろう。
（完）
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gov/treaties/109-14〉. Theodore Georgopoulos, What kind of treaty making power for the EU? 
Constitutional problems related to the conclusion of the EU-US agreements on extradition and 
mutual legal assistance, E.L.Rev., Vol. 30 no. 2, 2005, pp. 190-208.
204）　“Parity”とは米国上院外交委員会に提出されたドッド（Dodd）上院議員の報告書に見られる表
現である。Senator Dodd, Extradition treaties with the European Union, September 11, 2008. Report 
from the Committee on Foreign Relations, reproduced in Brenden M. Zimmer, ed., Extradition and 
rendition: background and issues, Nova, 2011, p. 65．本条約も，2001 年の同時多発テロ以後のテロ
との戦いの一貫であると見なすことができるだろう。
205）　本条の解説は次を参照。EU Council, Handbook on the practical application of the EU-U.S. Mutual 
Legal Assistance and Extradition Agreements, Brussels, 25 March 2011. Available at〈http://www.
statewatch.org/news/2011/mar/eu-council-eu-usa-mla-handbook-8024-11.pdf.〉．
206）　韓国は，2011 年に CoE のオブザーバー国家としてヨーロッパ犯罪人引渡条約に加入した。そ
の際，韓国も死刑の適用の可能性のある場合には，外交的保証を条件として引渡しを受けること
を宣言している。
207）　平成 21 年 12 月 15 日署名，平成 23 年 1 月 2 日発効。中西康夫「欧州 27 か国への刑事共助ネッ
トワークの拡大」立法と調査 303 号 18-26 頁（2010 年）。中野崇嗣「日 EU 刑事共助協定及び日
露刑事共助条約の発効」警察公論 63 巻 3 号 38-40 頁（2011 年）。
208）　同協定では「被請求国が，請求された共助の実施により自国の主権，安全，公共の秩序その他
の重要な利益が害されるおそれがあると認める場合。」には，相互の共助の提供を拒否できるとし
ている。重要な利益が害されるおそれがある場合とは，主権，安全，公共の秩序などとともに「死
刑」又は「無期の拘禁刑」を科し得る犯罪も含んでいる。
209）　『犯罪白書（平成 23 年度版）』によれば，我が国の犯罪人引渡人員数は，年間にして数件止まり
であり，この 10 年間でも顕著な変動はない。EU の統計（本稿⑵注 83 参照）と比べると段違い
の差である。国外逃亡容疑者等の数は，年間にして 683 人（外国人），162 人（日本人）であった。
引渡人員数と国外逃亡容疑者等の数字の差からみて，多くの場合にはいわゆる逃げ得又は不処罰
を許していることが窺える。その背景には，煩瑣で不確実な犯罪人引渡手続によって国際捜査に
費用，労力と人員をつぎ込むことよりは，いったん国外に逃亡した外国人容疑者は，再度入国が
出来ないように，入管体制の強化を図ることによって対応する方が便宜で効率的であるとの考え
があるのではないかとも推察される。
〈追記〉　本稿は，平成 21 年度～ 23 年度日本学術振興会科学研究補助金・基盤研究（C）「犯罪人
引渡法の変容と展開」に関する研究成果の一部である。
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●Summary
The purpose of this article is to analyze how the rules of extradition among European 
countries have been modiﬁed to meet present needs, by looking at the developing stages of 
laws and treaties.
The article provides two examples. The first is the European Convention on Extradition 
(ECE), which was adopted in 1957 by the Council of Europe (CoE), the Pan European regional 
institution for cooperation among European countries. The second is the system established 
under the framework decision of the European Arrest Warrant (EAW), a set of new innovative 
extradition rules institutionalized by the European Union (EU), a supranational regional 
institution.
Since the softening and lifting of border controls among European countries decades ago, 
transnational organized crime─such as narcotics traf ficking, money-laundering, human 
trafﬁcking, and cyber-crime─has risen. The increase gave rise to a need for an in-depth review 
of traditional extradition laws, which hampered the effective surrender of the fugitives. The 
frequency of terrorist attacks since the early 21st century also called the efﬁcacy of the existing 
laws into question.
European States have tried to improve regional cooperation for criminal justice, especially 
the system of extraditing fugitives. However, traditional extradition procedures included 
cumbersome formalities and months of time. Those rules hindered the prompt and effective 
transnational surrender of the fugitives. Examples include “double criminality,” the rule of 
specialty, the principle of non-extradition of political prisoners, and the rule of non-extradition 
of nationals. On the other hand, these rules may help protect the procedural rights of fugitives 
against the arbitrary exercise of power by a State.
The CoE adopted the European Convention on Extradition in 1957, making it one of the 
oldest regional extradition treaties, based primarily on traditional extradition laws. However in 
recent years, additional protocols were adopted to respond to the need for prompt extradition of 
offenders.
Within the European Union, in 2002 the Council of the EU passed the framework decision 
on the EAW to replace pre-existing extradition treaties among member states. A set of very 
innovative rules resulted. Extradition laws─ including the principle of non-extradition of 
political prisoners and the rule of non-extradition of nationals─were abolished. An arrest 
warrant issued by a judicial authority of a member state is mutually recognized automatically 
by other member states. However, since the EAW was adopted as a sort of counter-security 
measure against terrorism, the framework decision evinced little concern for human rights 
protection. States are prohibited from refusing to surrender a suspect even if he has the 
nationality of the requesting State. The exception for political offenders cannot be invoked.
It is too soon to tell whether the new EAW is superior to the old treaty system despite of its 
efﬁcacy. European countries are still trying to solve the question of how to balance the need 
for prompt and effective surrender with respect for procedural guarantees for individual rights 
against abusive exercise of State power.
The article provides an evaluation of these developments through analysis of rules, laws, 
and cases. It also sets forth a critique of decisions of the European Court of Justice to evaluate 
its performance as the supervisor of the overall system. Respect for human rights not only 
works to the beneﬁt of the individuals concerned, it also enhances the legitimacy of the overall 
system.
